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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．提出会社は、平成14年５月20日付で、株式１株につき２株の株式分割を行っております。 

なお、第16期の１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、期首に分割が

行われたものとして算出しております。 

３．第16期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当

たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

４．提出会社は、平成16年５月20日付で、株式１株につき２株の株式分割を行っております。  

なお、第18期の１株当たり当期純利益金額は、期首に分割が行われたものとして算出しております。 

５．第18期及び第19期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株

式が存在しないため記載しておりません。 

６．第15期及び第17期の株価収益率については、株式分割権利落後の株価によっております。 

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（百万円） 79,847 92,880 121,637 134,739 107,383 

経常利益（百万円） 6,932 7,606 10,608 10,648 7,824 

当期純利益（百万円） 3,866 4,294 6,093 6,214 4,783 

純資産額（百万円） 41,835 46,032 52,125 57,999 61,772 

総資産額（百万円） 57,393 75,090 74,108 80,822 85,009 

１株当たり純資産額（円） 307,144.55 167,852.59 188,779.31 105,049.57 111,914.28 

１株当たり当期純利益金額

（円） 
31,502.14 15,566.71 21,929.32 11,183.12 8,613.84 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円） 
31,131.53 15,487.61 21,909.28 － － 

自己資本比率（％） 72.8 61.3 70.3 71.8 72.7 

自己資本利益率（％） 12.8 9.8 12.4 11.3 8.0 

株価収益率（倍） 22.13 26.08 19.38 24.59 28.09 

営業活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
6,844 1,244 △2,814 18,714 8,748 

投資活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
△2,764 △2,195 △2,956 △1,708 △3,162 

財務活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
△861 175 257 △238 △959 

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円） 
9,949 9,174 3,661 20,429 25,056 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数] 

（人） 

733 

[－] 

905 

[－] 

986 

[－] 

1,111 

[－] 

1,271 

      [－]



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．平成14年５月20日付で、株式１株につき２株の株式分割を行っております。 

なお、第16期の１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、期首に分割が

行われたものとして算出しております。 

３．第16期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当

たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

４．平成16年５月20日付で、株式１株につき２株の株式分割を行っております。  

なお、第18期の１株当たり当期純利益金額は、期首に分割が行われたものとして算出しております。 

５．第18期及び第19期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株

式が存在しないため記載しておりません。 

６．第15期及び第17期の株価収益率については、株式分割権利落後の株価によっております。 

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（百万円） 80,735 92,926 119,287 132,235 105,508 

経常利益（百万円） 6,876 7,535 10,234 9,681 6,855 

当期純利益（百万円） 3,874 4,383 6,089 5,677 4,226 

資本金（百万円） 12,008 12,132 12,278 12,279 12,279 

発行済株式総数（株） 136,262 274,092 275,948 551,900 551,900 

純資産額（百万円） 41,766 46,067 52,158 57,499 60,934 

総資産額（百万円） 57,116 73,884 72,718 77,790 81,754 

１株当たり純資産額（円） 306,635.93 167,988.69 188,915.59 104,154.49 110,402.44 

１株当たり配当額（うち１株

当たり中間配当額）（円） 

1,000 

(－) 

1,000 

(－) 

1,000 

(－) 

1,000 

(－) 

1,500 

(750) 

１株当たり当期純利益金額

（円） 
31,573.82 15,899.55 21,930.41 10,219.90 7,612.65 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円） 
31,202.37 15,818.75 21,910.36 － － 

自己資本比率（％） 73.1 62.4 71.7 73.9 74.5 

自己資本利益率（％） 12.8 10.0 12.4 10.4 7.1 

株価収益率（倍） 22.08 25.54 19.38 26.91 31.79 

配当性向（％） 3.5 6.3 4.6 9.8 19.7 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数] 

（人） 

603 

[－] 

719 

[－] 

791 

[－] 

900 

[－] 

1,075 

      [－]



２【沿革】 

年月 事項 

昭和63年２月 コンピュータのＬＡＮ（ローカルエリアネットワークシステム）の販売を目的として東京都港区

にネットワンシステムズ株式会社を設立。 

昭和64年１月 大阪府大阪市東区に西日本事業所（現関西支社）を開設。 

平成２年10月 東京都北区に浮間物流センター（現品質管理センター）を開設。 

平成３年２月 通産省よりシステムサービス企業として登録・認定される。 

平成４年４月 米国カリフォルニア州パロアルトに米国パロアルト駐在員事務所を開設。 

平成４年10月 愛知県名古屋市中村区に名古屋営業所（現中部支店）を開設。 

平成４年10月 東京都より特定建設業（電気通信工事業）として認可される。 

平成６年７月 東京都品川区に本社を移転。 

平成７年３月 米国カリフォルニア州パロアルトに、米国のネットワーク市場の動向調査や最先端技術及び商品

の開拓を中心事業とする米国現地法人Tennoz Initiative Inc.（現非連結子会社・持分法非適用

会社）を設立。 

平成７年４月 茨城県つくば市につくば営業所（現つくば事業所）を開設。 

平成８年３月 北海道札幌市中央区に札幌営業所（現北海道事業所）を開設。 

平成８年４月 福岡県福岡市博多区に福岡営業所（現九州事業所）を開設。 

平成８年５月 大阪府大阪市淀川区に西日本事業所（現関西支社）を移転。 

平成８年10月 日本証券業協会に株式を店頭登録。 

平成11年６月 ネットワーク関連ソフトウェアの開発・販売を中心事業とする㈱スカイコム（現持分法適用会

社）に出資。 

平成11年８月 通信工事の設計及び施工を中心事業とするメディア通信システム㈱の発行済株式の100％を取

得。 

平成11年９月 シスコシステムズ社認定ゴールドパートナー資格取得。 

平成11年10月 メルコムサービス㈱（現三菱電機インフォメーションテクノロジー㈱）とサービスインテグレー

ション事業の業務提携。 

平成12年４月 当社、メルコムサービス㈱（現三菱電機インフォメーションテクノロジー㈱）、シスコシステム

ズ㈱３社共同で、サービスインテグレーションを中心事業とするネットワークサービスアンドテ

クノロジーズ㈱（現連結子会社）を設立。 

平成12年５月 東京都品川区に、テクニカルセンター・品質管理センターを統合拡充。 

平成12年５月 広島県広島市中区に広島事業所を開設。 

平成12年７月 宮城県仙台市宮城野区に東北事業所を開設。 

平成12年11月 東京都千代田区に霞が関オフィスを開設。 

平成12年11月 電子認証、データ交換等のネットワーク関連ソフトウェアの企画・開発・販売を中心事業とする

㈱イージャパン（現連結子会社）に出資。 

平成13年12月 品質管理センターがＩＳＯ９００１認証を取得。 

平成13年12月 東京証券取引所市場第一部に株式を上場。 

平成14年５月 香川県高松市に高松事業所を開設。 

平成14年９月 日本アイ・ビー・エム㈱と共同で、ストレージ・ネットワーキング・ソリューションを提供する

プロストレージ㈱を設立。 

平成15年３月 品質管理センターがＩＳＯ１４００１認証を取得。 

平成15年３月 ㈱イージャパン（現連結子会社）の株式を追加取得して、同社の発行済株式の100％を取得。 

平成16年４月 ＩＳＯ１４００１認証を全社で取得。 

平成17年１月 プロストレージ㈱の株式を追加取得して、同社の発行済株式の100％を取得。 

平成17年４月 メディア通信システム㈱を吸収合併（簡易合併）。 

平成17年５月 プロストレージ㈱の清算結了。  

平成17年10月 岡山県岡山市に岡山事業所、愛媛県松山市に松山事業所をそれぞれ開設。  

平成17年12月 愛知県豊田市に豊田事業所を開設。  

平成18年１月 中国の日系企業に対するサポート拠点として中国・上海市に網一系統貿易（上海）有限公司（現

非連結子会社・持分法非適用会社）を設立。 

平成18年２月 ネットワーク技術を利用した省エネルギーシステムの開発・提供を中心事業とする㈱イープラッ

ト（現持分法非適用会社）に出資。  



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社、子会社４社及び関連会社２社（平成18年４月以降３社・次ぺージ［事業系統図］※７参

照）から構成されており、最先端技術並びに商品を利用したネットワークシステムの構築から高付加価値サービスの

提供までを事業としています。当社グループの事業分野は一つでありますが、ネットワークシステムの構成機器及び

提供するサービスの形態により、ネットワーク機器商品群（ＮＩ）、ネットワークコンピューティング商品群（Ｎ

Ｃ）、メディア商品群（ＭＩ）、サービス商品群（ＳＩ）に分類しています（下表参照）。 

 当社グループの事業は、各商品群の組み合わせによるシステム販売が大部分を占めています。 

 グループ各社の役割は、ＮＩ・ＮＣ・ＭＩを当社が、ＳＩをネットワークサービスアンドテクノロジーズ株式会社

が中心に行っています。また、米国のネットワーク市場の動向調査や、最先端技術及び商品の開拓は、当社及び米国

子会社（Tennoz Initiative Inc.）が中心となって行っています。 

［商品群分類］ 

 （注） ネットワーク機器商品群（ＮＩ） 

 ネットワークを構築する際になにより求められることは、スムーズなトラフィック環境を実現し、安定した

パフォーマンスを提供することです。ネットワークインテグレーションでは、ハイエンドのルータやスイッチ

を中心に、効率的なネットワーク・インフラを提供します。ネットワーク機器商品群は、ルータやスイッチ

等、コンピュータネットワークを構築するために必要不可欠なハードウェアを中心に分類しています。 

ネットワークコンピューティング商品群（ＮＣ） 

 急速に進展するインターネット環境で活用するアプリケーションインフラを、安全かつ迅速に実現するのが

ネットワークコンピューティングです。各種セキュリティ商品やマルチメディア・アプリケーションなど、進

化するアプリケーション・プラットフォームの整備をはじめ、トラフィック管理・ＱｏＳ・サーバー・ストレ

ージなどの最新技術を駆使したソリューションを展開するために必要なソフトウェアや周辺機器により構成さ

れています。 

メディア商品群（ＭＩ） 

 マルチメディア・コンテンツを活用したビジネス環境が急増するにつれ、ネットワークのもっとも基本とな

る伝送路媒体を利用目的に合わせて構築することが必要となります。そこで、メディアインテグレーションで

は、ＣＡＴＶ・モバイル・無線など、多様化する高機能ネットワークの基盤を支える物理的な伝送路媒体のイ

ンテグレーションを、設計・施工を通じて提供します。メディア商品群は、その際に必要な商品と伝送路に関

するサービスにより構成されています。 

商品群 概要 主要商品 

ネットワーク機器商品群（ＮＩ） ネットワーク設計 

プロジェクト管理 

機器導入 

ルータ 

スイッチ 

ネットワークコンピューティング商

品群（ＮＣ） 

ポリシー調査、設計、導入 セキュリティ・認証 

負荷分散装置 

サーバー・ストレージ 

メディア商品群（ＭＩ） 配線設計、図面管理 

施工（選定、調達、工事） 

ケーブル・配線工事 

光伝送 

無線 

サービス商品群（ＳＩ） 運用支援、設置 

総合保守、遠隔監視 

総合教育、管理受託 

保守・運用管理 

コンサルティング 

 インストール 

各種教育セミナー 



サービス商品群（ＳＩ） 

  ネットワーク構築の際の機器選定から設計・導入、そして運用保守・管理まで、ネットワークを一貫してサ

ポートするのがサービスインテグレーションです。ネットワークを24時間365日安定運用できることを基本と

し、トラフィックの監視をはじめとした運用管理や適切な障害対応などにより、安心できる環境を提供しま

す。さらに、トラフィック分析・課金管理のサポートによるランニングコストの削減やネットワーク管理者向

けの管理手法・最新技術情報の教育などのサービスも提供します。 

［事業系統図］ 

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

※１ ネットワークサービスアンドテクノロジーズ㈱は、サービスインテグレーションを行う会社で、連結子会社です。

※２ Tennoz Initiative Inc.は、米国のネットワーク市場の動向調査や最先端技術及び商品の開拓を行うための会社

で、非連結子会社・持分法非適用会社です。 

※３ ㈱イージャパンは、インターネット等の通信手段を利用した電子認証、データ交換等の電子トランザクション技術

を用いたソフトウェアの企画、開発、販売及び保守を行う会社で、連結子会社です。 

※４ 網一系統貿易(上海)有限公司は、本邦企業の中国現地法人に対しネットワークシステムの構築からサービスまでの

提供を行う会社で、非連結子会社・持分法非適用会社です。 

※５ ㈱スカイコムは、主にネットワーク関連ソフトウェアの開発と販売を行う会社で、持分法適用会社です。 

※６ ㈱イープラットは、ネットワーク技術を利用した省エネルギーシステムの開発・提供を行う会社で、持分法非適用

会社です。 

※７ ＪＢＳテクノロジー㈱は、ＩＴ環境の構築・運用・保守業務の技術者常駐サービスを行う会社で、当社が平成18年

４月に同社の株式を取得したことに伴い、平成19年３月期より持分法適用会社となります。 



４【関係会社の状況】 

 （注） 従来連結子会社でありましたメディア通信システム㈱は、平成17年４月１日付で当社が吸収合併（簡易合併） 

を行い、また、プロストレージ㈱は平成17年５月24日付で清算結了したことから、それぞれ連結子会社でなく

なりました。 

５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員であります。 

２．当社グループの事業は、ネットワークシステムの構築とその運用、管理サービスを中心とした単一セグメン

トとなっております。 

３．従業員数が前連結会計年度末に比し、160名増加しておりますが、業容拡大に伴う新卒採用及び中途採用に

よるものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３．従業員数が前事業年度末に比し、175名増加しておりますが、業容拡大に伴う新卒採用、中途採用及び平成

17年４月１日付でメディア通信システム㈱と合併したことによるものであります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金 
(百万円) 

主要な事業内容 
議決権の所
有割合(％)

関係内容 

（連結子会社）      

ネットワークサービス 

アンドテクノロジーズ㈱ 
東京都
品川区 

605 

ネットワークに関す
る機器及びソフトウ
ェアの設置及び導
入、並びに保守及び
運用業務 

69.2 

当社受注保守サービス等の一部
を受託しております。 
役員の兼任２名。 
資金の貸付あり。 
  

㈱イージャパン 
東京都
品川区 

150 
コンピュータシステ
ムの企画、開発、販
売及び保守に関する
業務 

100.0 
電子認証、データ交換等のネッ
トワーク関連ソフトウェアの企
画・開発を担当しております。 
役員の兼任１名。 

（持分法適用関連会社）      

㈱スカイコム 
東京都
台東区 

333 

ネットワーク関連ソ
フトウェアの開発及
び販売 
  

28.6 

インターネット上で情報を配信
するソフトウェアの企画・開発
を担当しております。 
役員の兼任１名。 

  平成18年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

ネットワーク関連事業 1,271 

合計 1,271 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（円） 

1,075  34才 ５カ月  ４年 ６カ月 7,287,146 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度におきましては、一般民間大手企業によるネットワーク構築等の案件が増加傾向にあり、設備投資

意欲は回復傾向となっています。また、公共関連向けにつきましても、上半期には予算緊縮財政の影響を受けており

ましたが、下半期より研究所や自治体案件が動き始め、回復しつつあります。一方、通信事業者につきましては、次

世代ネットワーク網の動向を注視しており、既存のＩＰ設備投資は低調に推移しました。 

 この様な状況下で当連結会計年度における業績は受注高が1,123億27百万円（前期比11.1％減）、売上高が1,073億

83百万円（前期比20.3％減）、当連結会計年度末受注残高は339億60百万円（前期比17.0％増）となりました。売上

高の内訳は、ネットワーク機器商品群及びネットワークコンピューティング商品群（ＮＩ及びＮＣ）合計で745億11

百万円（前期比19.2％減）、メディア商品群（ＭＩ）が74億64百万円（前期比60.6％減）、サービス商品群（ＳＩ）

が254億６百万円（前期比7.6％増）となりました。利益面では、売上総利益率は上昇（当連結会計年度23.1％、前連

結会計年度18.8％、4.3％増）しましたが、売上高の減少を補うまでにはいたらず、また、販売費及び一般管理費の

増加に伴い、営業利益は77億52百万円（前期比27.5％減）、経常利益は78億24百万円（前期比26.5％減）となりまし

た。特別損益では貸倒引当金戻入益として１億６百万円、減損損失として１億32百万円等を計上した結果、当期純利

益は47億83百万円（前期比23.0％減）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度においては、税金等調整前当期純利益が77億78百万円となり、売上債権の回収や法人税等の支払い

等により、営業活動によるキャッシュ・フローは87億48百万円の収入となりました。 

 一方、営業用固定資産等の取得や社内システムの構築等で28億13百万円の支出があったことや、株式分割後の実質

増配及び中間配当の実施により配当金の支払額が9億59百万円になったこと等から、差引で現金及び現金同等物は46

億27百万円増加し（前期比121億41百万円減）、その結果、現金及び現金同等物の期末残高は250億56百万円となりま

した（前期比22.6％増）。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動による収入は87億48百万円となり前連結会計年度に比べ99億65百万円の収入減となりました。これは主に

売上債権の減少額の縮小により47億56百万円収入が減少したことや、たな卸資産の減少額の縮小により収入が44億23

百万円減少したこと等によるものです。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動による支出は31億62百万円となり前連結会計年度に比べ14億53百万円の支出増となりました。これは主に

投資有価証券の売却による収入が11億47百万円減少したこと等によるものです。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動による支出は９億59百万円となり前連結会計年度に比べ７億21百万円の支出増となりました。これは主に

株式分割後の実質増配及び中間配当の実施により配当金の支払額が６億84百万円増加したこと等によるものです。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）商品仕入実績 

  当連結会計年度における商品仕入実績を商品群ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．サービス商品群には、外注費が含まれております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当連結会計年度における受注状況を商品群ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を商品群ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおり

であります。 

（注）当連結会計年度のＫＤＤＩ株式会社への販売実績は、当該割合が100分の10未満のため記載を省略して

おります。  

    ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

区分 金額（百万円） 前年同期比（％） 

ネットワーク機器商品群 63,564 83.1 

ネットワークコンピューティング

商品群 
2,412 106.6 

メディア商品群 6,587 39.2 

サービス商品群 7,953 110.4 

合計 80,518 78.3 

区分 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％） 

ネットワーク機器商品群 74,044 89.2 13,261 115.4 

ネットワークコンピューティング

商品群 
2,101 142.9 289 68.4 

メディア商品群 7,239 38.8 1,799 88.9 

サービス商品群 28,941 124.5 18,608 123.4 

合計 112,327 88.9 33,960 117.0 

区分 金額（百万円） 前年同期比（％） 

ネットワーク機器商品群 72,275 80.1 

ネットワークコンピューティング

商品群 
2,236 117.3 

メディア商品群 7,464 39.4 

サービス商品群 25,406 107.6 

合計 107,383 79.7 

相手先 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

東日本電信電話株式会社 17,258 12.8 12,109 11.3 

沖電気工業株式会社 15,405 11.4 11,532 10.7 

ＫＤＤＩ株式会社 14,362 10.7 － － 

合計 47,026 34.9 23,641 22.0 



３【対処すべき課題】 

 当社グループは、2005年５月に「３ヵ年の中期事業計画」を公表していますが、毎年、市場動向等の検証による

「３ヵ年の中期事業計画」の見直し・更新を行っております。 

 情報通信分野においてＩＰ化、ブロードバンド化が進展し、ネットワーク市場においては、従来のＬＡＮ-ＷＡＮ

の境がなくなりつつあります。また、情報通信システムは分散型から集中型へと運用形態が変化しています。さら

に、ビジネスのスピードアップが進むとともにネットワークの拡大、複雑化が一層激しくなり、多様化した専門技術

が必要とされつつあります。当社はこの様な市場環境の変化に対し、常に適宜適切に対応するよう努めてまいりま

す。具体的には、市場変化に即応した事業セグメントを設定し、お客様のニーズに沿ったソリューションの展開、商

品ラインアップの拡充と絞込みを行います。 

 事業の方向性としては、ネットワークファシリティ・プラットフォーム・セキュリティ・ＩＰ-コミュニケーショ

ン及びサービスをキーワードとして捉え、市場獲得と創造のためのソリューション開発と新規商品・ベンダーの開拓

強化に鋭意努力し、事業拡大を図ります。 

 具体的には、2009年３月期（連結ベース）に、売上高1,500億円、経常利益110億円を目標といたします。 

  当社の事業拡大のためには、お客様の特性（一般民間企業、通信事業者、中央官庁）や各地域に即した営業体制の

強化、グループ会社との連携によるサービスメニューの充実、パートナー企業との技術的連携や新規商品の開拓、社

内基盤の整備等が不可欠となります。そのためには人材育成・新規技術開拓への積極的な投資を行い、お客様のニー

ズにより細かく対応できる体制を構築し、企業価値の増大による継続的な成長を図っていきます。  

４【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

(1) 情報漏洩について 

 ネットワークシステムの構築から付加価値サービスの提供までを事業としている当社では、事業遂行上、お客

様が保有する個人情報等の機密情報を受領して作業を進めることがあります。当該情報を含む当社情報資産の管

理及び保護は、当社の重要な経営課題であると共に社会的な責務と認識しています。 

  しかしながら、当社情報資産が漏洩した場合は、損害賠償請求や信用失墜等により業績に悪影響を与える恐れ

があります。そのため当社では、社長直轄組織である「リスクマネージメント委員会」、「情報セキュリティ委

員会」を中心として、当社グループ内及びパートナー企業を含め、情報管理に対する啓蒙活動を行うとともに情

報資産管理体制の維持、強化、教育等を推進しております。  

(2) シスコシステムズ株式会社との取引について 

 ＩＴ産業においては、技術が短期間のうちに進化し、市場環境がたえず流動的に変化しておりますので、当社

は、多岐にわたるユーザーのニーズに応えるべく市場調査や技術研究開発を重視し、特定のメーカー系列に属さ

ず、いわゆるマルチベンダー環境を提供する方針をとっています。また、当社取扱製品について他の仕入先から

制約を受けるような契約は結んでおりません。 

 現在、当社取扱製品に占めるシスコシステムズ社製品の売上比率は、40％台となっておりますが、今後も、マ

ルチベンダー環境の下で競争力ある製品を常に取り扱える体制を維持するように努めます。 

(3) 上位の顧客との間の取引について 

 当社の納入先別顧客納入実績（平成18年３月期）においては、日本電信電話株式会社（ＮＴＴ）のグループ企

業に対する販売金額は、全体の30％台を占めています。但し、これらの顧客との取引は、各顧客が抱える多数の

プロジェクトに関連するスポット取引から成り立っておりますので、いずれの顧客との間の取引関係も一度に失

われるという事態は容易には想定しがたいものと認識しておりますが、景気悪化等により顧客からの受注が減少

した場合には、当社の業績に悪影響が及ぶ可能性があります。 



(4) 為替変動による影響について 

 当社の取扱製品には、海外系ベンダーの製品が占める割合が多く、仕入の大半が米ドル建決済となっているた

め、当社は仕入債務について為替リスクを有しています。そのため、当社は為替相場の変動によるリスクをヘッ

ジする目的で先物為替予約を行っておりますが、為替予約によりすべてのリスクを排除することは不可能です。

従って、日本円と米ドル間の為替相場が円安傾向となった場合、円換算した仕入価格が増加することになります

が、その時点のネットワーク関連市場における競争状況いかんでは、かかる増加分を適正に当社の販売価格に反

映できず、当社の業績における利益率の低下を招く可能性があります。 

(5) ９月及び３月への売上集中による業績の季節的変動について 

 当社の主要な顧客には公共団体、通信事業者等が含まれますが、その予算執行の関係上、売上が毎年度の上半

期末（９月）及び年度末（３月）に集中しています。当社といたしましては、売上が各四半期ごとに平準化する

ように努めておりますが、当社の９月及び３月の売上は他の月に比較して大きくなる傾向があります。 

(6) 製品の陳腐化、適正在庫の確保等について 

 ネットワーク関連市場における技術革新の速さは、一方で当社の製品及びサービスのライフサイクルを比較的

短いものにしています。そのため、当社は、保有する在庫品の陳腐化により業績が悪影響を受けるリスクを負っ

ています。当社は、経験則と実勢をもとに四半期毎に所定の評価減又は廃棄処分を行うことによりこれに備えて

います。 

 また、当社が取り扱うネットワーク関連製品の中には、市場の動向を反映して急激にその需要が増加するもの

があるほか、短納期での仕入を要求されるケースも増加しています。当社は、いわゆる売れ筋製品について需要

の変化に対応しうる適正在庫水準の維持に努めておりますが、当社の対応を超える変動により製品の供給不足が

生じた場合、顧客との間のビジネスチャンスを逸失し、当社の業績に悪影響を与える可能性があります。 

(7) 競争について 

 今後、ネットワーク関連市場の規模の急速な拡大に伴い、競合他社との競争がより厳しくなる可能性がありま

す。そのような場合、ネットワーク関連製品及びサービスに関する価格競争が生じ、そのため、当社の競争力及

び市場の状況いかんによっては、当社の業績に悪影響を与える可能性があります。 

 また、最先端かつ高度なネットワークシステムの提供のためには、高い技術及び能力を有するシステム系技術

者を含む優秀な人材の確保が重要となります。当社は、価格競争に勝ち抜くために高い能力の人材を獲得・育成

し全社の技術力を高め、競合他社との差別化を図っています。 

(8) 製品の不具合が生じた場合の責任について 

 当社はネットワーク・ソリューション・プロバイダーとして、顧客の依頼によりネットワークシステム全体の

構築を請け負うことを主な業務としておりますが、かかるシステム構築において使用するルータ等のネットワー

ク関連製品は、機器ベンダーから仕入れています。当社は、製品単体ごとに受入検査、出荷検査を実施する等の

品質チェック等により、これらの仕入製品に不具合が生じないようにするための体制を構築しておりますが、そ

れにもかかわらず何らかの不具合がシステム納入後に生じた場合、顧客の信頼を喪失する可能性があります。な

お、当社と顧客、機器ベンダーとの間でそれぞれ結ばれている約定の下では、システムに不具合が生じた場合の

責任は、当該不具合の内容、原因等により、（ⅰ）顧客が負う場合（不適切な使用等）、（ⅱ）当該製品の機器

ベンダーがメーカーとして負う場合、（ⅲ）当社がネットワーク・ソリューション・プロバイダーとして負う場

合のいずれかとなりますが、これまでに生じた事例の大半は上記（ⅱ）に該当するものであり、当社が顧客に対

する損害賠償等を余儀なくされた事例はありません。 

(9) 運転資金需要について 

 当社の事業は、「ネットワーク機器を仕入れ、ネットワークシステムを構築し、販売を行う。」ため、資金収

支上、資金を仕入債務の支払いに充てた後、売上債権を回収しています。従って、事業規模が拡大した場合に

は、運転資金需要が増加する傾向にあります。 

(10) 災害等による影響 

 当社は定期的な災害防止検査や設備点検を行っておりますが、すべての災害等を完全に防止または軽減できる

保証はありません。例えば、本社機能・品質管理センター・テクニカルセンターは、東京都品川区にあり、大地

震等による災害が発生した場合には、本社機能、技術検証機能、物流体制等が著しく低下する可能性がありま

す。 



５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

６【研究開発活動】 

 当社グループは、ネットワーク・ソリューション・プロバイダーとして、マルチベンダーベースのコンピュータネ

ットワーク機器とソフトウェアの適切な組合せにより、ネットワークソリューションを提供しています。 

 現状では、各種機器や各種ソフトウェアの組合せが通信における利便性を左右し、ネットワークシステムに大きな

影響を与えています。今後の動向を見ても、技術革新の進歩は鈍ることがなく、最新技術の取り込みと将来の拡張性

に対する予測、各種機器や各種ソフトウェアの機能把握と、それらを最大限に利用する方法の把握が、コンピュータ

ネットワーク導入の大きな要素となっています。 

 ところが、これらのコンピュータネットワーク機器を使用してマルチベンダー環境で相互に通信を行うために必須

となる様々な『標準規格』は、全てが厳密に規定されている訳ではなく採用するメーカーの裁量に委ねられている部

分が存在します。 

 このような状況下で当社グループは、メーカー毎に自由度のあるこれらコンピュータネットワーク導入の要素をよ

り詳細に把握するために、各種機器や各種ソフトウェアに関する、利便性、規格、他機器及びソフトウェアとの相互

接続性、詳細動作について、調査、研究、検証、評価を行っています。 

 また同時に、複数の大学、ネットワーク団体、米国企業等との共同研究も行い、規格標準の動向、最新技術の動

向、規格外技術の動向を常に把握し、インテグレーションノウハウを蓄積してあらゆるネットワーク構築に対応可能

としています。 

 これらにより、ネットワークシステム構築における様々な要素を運用時まで考慮した上で把握し、利便性、信頼性

のより高いネットワークシステム、ネットワークソリューションを提供しています。 

 当連結会計年度における研究開発活動の実績は、光伝送技術、無線技術、ＩＰｖ６技術、ＩＰｖ４／ＩＰｖ６混在

運用管理技術、デバイスネットワーク技術、モバイルネットワーク技術、超高速ＩＰルーティング技術、上位層スイ

ッチング技術、負荷分散技術、帯域保証・管理技術、ネットワーク運用管理技術、セキュリティ管理技術、ネットワ

ークセキュリティ技術、アプリケーションセキュリティ技術、ブロードバンド技術、インターネット放送技術等の先

端技術をベ一スに、ネットワークの今後の主流技術等の検証、評価を行ったことです。さらに、インターネットによ

るマルチメディア情報の通信技術分野においては、音声や画像とデータの統合を踏まえて、マルチキャスト通信、Ｉ

Ｐ電話、ＴＶ会議等のマルチメディア技術、大容量の情報格納とその情報の随時検索を可能とするネットワークスト

レージ関連技術に関する各種研究・実験を行い、実績を上げています。 

 なお、当連結会計年度の研究開発費の総額は20億57百万円となっており、一般管理費に含めて処理しています。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 経営成績の分析 

（売上高） 

 当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度に比べ273億56百万円減少し、1,073億83百万円となりました。 

 通信事業者向けの従来のＩＰ設備投資が低調に推移したため、当社の主力製品であるルータ・スイッチ等の売上

が堅調でなかったことや、前連結会計年度に比べ光伝送装置等のメディア商品群の売上が60.6％減少したこと等か

ら、売上高合計で前期比20.3％減となりました。 

 

（売上原価、売上総利益） 

 当連結会計年度は、売上総利益率が高いサービス商品群の売上構成比が上昇（前期比6.2％増）したこと等か

ら、売上原価率が前期比4.3ポイント低下し、売上総利益率は23.1％に上昇しました。しかし、売上総利益率の上

昇が売上高の減少を補うまでにはいたらず、売上総利益は５億93百万円減少し247億90百万円となりました。 

 

（販売費及び一般管理費、営業利益） 

 将来に向けての営業・技術基盤の拡充を目的とした増員等による人件費の増加や事業所の移転・拡張に伴う賃借

料が増加したこと等から販売費及び一般管理費は前連結会計年度に比べ23億40百万円増加（前期比15.9％増）し、

営業利益は前期比27.5％減の77億52百万円となりました。 

 

（営業外損益、経常利益） 

 当連結会計年度の営業外収益は前連結会計年度に比べ、77百万円増加しましたが、これは主に、為替差益22百万

円を計上したことや、団体保険配当金が17百万円増加したこと等によるものです。 

 一方、営業外費用は前連結会計年度に比べ新株発行費が17百万円、為替差損が11百万円減少したこと等から、33

百万円減少し27百万円となりました。 

 これらの結果、経常利益は前期比26.5％減の78億24百万円となりました。 

 

（特別損益、税金等調整前当期純利益） 

 当連結会計年度の特別利益は、貸倒引当金戻入益を１億６百万円計上したこと等により、１億15百万円となりま

した。 

 一方、特別損失は土地の市場価格の著しい下落に伴い減損損失として１億32百万円を計上したこと等から１億61

百万円となりました。 

 以上の結果、税金等調整前当期純利益は前期比28.2％減の77億78百万円となりました。 

 

(税金費用、当期純利益) 

 法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額を併せた税金費用は28億58百万円となり、税効果会計適用後の法人

税等の負担率は40.92％から36.75％に減少しました。これは主に、ＩＴ投資促進税制による税額控除額が増加した

こと等によるものです。この他に少数株主利益１億36百万円を計上した結果、当期純利益は前期比23.0％減の47億

83百万円となりました。 



(2) 財政状態の分析 

（流動資産） 

 当連結会計年度末の流動資産は前連結会計年度末に比べ37億95百万円の増加となりました。 

 これは増加の主な内訳に現金及び預金が26億27百万円の増加、余資運用による有価証券（譲渡性預金とコマーシ

ャル・ペーパー）が19億99百万円の増加、一方、減少の主な内訳に、年度末の売上高が減少したこと等による受取

手形及び売掛金の16億89百万円の減少があったことによるものです。 

 

（固定資産） 

 当連結会計年度の固定資産は前連結会計年度に比べ３億91百万円の増加となりました。これは主に事業所の移転

や拡張等により建物が簿価で１億74百万円増加（取得価額が１億87百万円増加、減価償却累計額が12百万円増

加）、また敷金保証金が２億11百万円増加したこと等によるものです。 

（負 債） 

 当連結会計年度末の負債合計は前連結会計年度末に比べ１億56百万円の増加となりました。 

 これは主に、前連結会計年度に比べ年度末において購入した固定資産や消耗品等の未払金が３億29百万円増加し

たこと等によるものです。 

 

（資 本） 

 当連結会計年度末の資本合計は前連結会計年度末に比べ37億73百万円の増加となりました。 

 これは主に、当期純利益の計上に伴う利益剰余金の増加によるものであります。この結果、資本合計は617億72

百万円となり、株主資本比率が0.9ポイント上昇し72.7％となりました。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社グループでは、新製品の開拓、評価体制及び顧客サポート体制の強化を図るために機器類の充実を図り、総額

として26億27百万円の設備投資を実施いたしました。 

 所要資金についてはいずれの投資も自己資金を充当いたしました。 

 なお、当連結会計年度において重要な影響を及ぼす設備の売却、除却等はありません。 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

(1）提出会社 

 （注）１．上記の本社及び各事業所は賃借しており、年間賃借料は1,176百万円であります。 

２．上記の他、主要なリース設備として、以下のものがあります。 

  平成18年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 従業 
員数 
(人) 建物 

工具器具
備品 賃貸資産 合計 

本社 

（東京都品川区） 

ネットワーク関

連事業 

管理業務施設及び社内ネットワ

ーク設備等 
79 222 － 302 649 

関西支社 

（大阪市淀川区） 

ネットワーク関

連事業 

管理業務施設及び社内ネットワ

ーク設備等 
35 61 － 96 71 

北海道事業所 

（札幌市中央区） 

ネットワーク関

連事業 

管理業務施設及び社内ネットワ

ーク設備等 
4 6 － 10 17 

東北事業所 

（仙台市青葉区） 

ネットワーク関

連事業 

管理業務施設及び社内ネットワ

ーク設備等 
3 0 － 4 16 

つくば事業所 

（茨城県つくば市） 

ネットワーク関

連事業 

管理業務施設及び社内ネットワ

ーク設備等 
2 1 － 3 13 

中部支店 

（名古屋市中区） 

ネットワーク関

連事業 

管理業務施設及び社内ネットワ

ーク設備等 
8 7 － 16 27 

豊田事業所 

（愛知県豊田市） 

ネットワーク関

連事業 

管理業務施設及び社内ネットワ

ーク設備等 
5 3 － 8 16 

岡山事業所  

（岡山県岡山市） 

ネットワーク関

連事業 

管理業務施設及び社内ネットワ

ーク設備等 
－ 0 － 0 1 

広島事業所 

（広島市中区） 

ネットワーク関

連事業 

管理業務施設及び社内ネットワ

ーク設備等 
1 4 － 6 9 

高松事業所 

（香川県高松市） 

ネットワーク関

連事業 

管理業務施設及び社内ネットワ

ーク設備等 
1 7 － 8 6 

松山事業所 

（愛媛県松山市） 

ネットワーク関

連事業 

管理業務施設及び社内ネットワ

ーク設備等 
－ 0 － 0 － 

九州事業所 

（福岡市博多区） 

ネットワーク関

連事業 

管理業務施設及び社内ネットワ

ーク設備等 
2 0 2 5 19 

霞が関オフィス 

（東京都港区） 

ネットワーク関

連事業 

管理業務施設及び社内ネットワ

ーク設備等 
22 16 － 38 72 

品質管理センター 

（東京都品川区） 

ネットワーク関

連事業 
物流設備等 58 1,577 － 1,635 29 

テクニカルセンター 

（東京都品川区） 

ネットワーク関

連事業 
技術研究用ネットワーク機器等 77 1,635 － 1,713 130 

合計 － － 304 3,545 2 3,852 1,075 

事業所名 事業の種類別セグメントの名称 設備の内容 
年間リース料 
（百万円） 

本社及び各事業所(リース) ネットワーク関連事業 事務機器及び試験機器 112 

合計 － － 112 



３．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(2）国内子会社 

 （注）１．上記国内子会社の本社事業所は賃借しており、年間賃借料は以下のとおりであります。 

ネットワークサービスアンドテクノロジーズ㈱       140百万円 

㈱イージャパン                     0百万円 

２．上記の他、主要なリース設備として、以下のものがあります。 

３．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループは、拡大するネットワーク市場に対し、ユーザー満足度向上及び事業拡大に向け、最新技術を持った

新製品の開拓のための研究開発及び新規事業開拓投資、品質管理体制強化のための品質管理センターの充実、サービ

ス体制の強化の一環として全国拠点の整備並びに事業拡大に伴う本社機能の拡張・移転及び24時間保守体制強化を図

るための保守部材及び保守拠点の充実を図る必要があり、次のとおり設備投資計画を予定しております。 

(1）新設 

 （注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(2）改修 

 特記すべき事項はありません。 

(3）除・売却 

 特記すべき事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業 
員数 
(人) 

建物及び
構築物 

工具器具 
備品 

賃貸資産 合計 

ネットワークサービスア

ンドテクノロジーズ㈱ 

本社 

(東京都 

 品川区) 

ネットワーク

関連事業 

管理業務施設及び保守

用ネットワーク機器等 
103 1,253 － 1,357 196 

㈱イージャパン 

本社 

(東京都 

 品川区) 

ネットワーク

関連事業 

管理業務施設及び社内

ネットワーク設備等 
－ 3 － 3 － 

合計 － － － 103 1,257 － 1,360 196 

会社名 事業の種類別セグメントの名称 設備の内容 
年間リース料 
（百万円） 

ネットワークサービスアンド

テクノロジーズ㈱ 
ネットワーク関連事業 保守用ネットワーク機器等 155 

合計 － － 155 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

投資予定金額 
（百万円） 資金調

達方法 

着手及び完了予定 
完成後の
増加能力 

総額 既支払額 着手 完了 

ネットワンシ
ステムズ㈱ 

本社 
(東京都品川区) 
品質管理センタ
ー 
(東京都品川区) 

ネットワー
ク関連事業 

研究開発及び新
規事業開拓投
資・品質管理施
設増床等及び評
価機器設備 

7,000 5,585 自己資金 平成14年４月 平成19年３月 
新規事業
開拓能力
の拡充 

本社 
(東京都品川区) 
各地方拠点 
(各都道府県) 

ネットワー
ク関連事業 

増設及び移転 2,000 688 自己資金 平成14年５月 平成19年３月 
営業力の
強化 

ネットワーク
サービスアン
ドテクノロジ
ーズ㈱他 

本社 
(東京都品川区) 
各地方拠点 
(各都道府県) 

ネットワー
ク関連事業 

保守部材及び地
方拠点増設 

11,000 8,970 自己資金 平成14年３月 平成19年３月 
営業力の
強化 

合計  － － － 20,000 15,244 － － － －



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成18年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 800,000 

計 800,000 

種類 
事業年度末現在発行数(株) 
(平成18年３月31日) 

提出日現在発行数(株) 
(平成18年６月30日) 

上場証券取引所又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 551,900 551,900 
東京証券取引所 

市場第一部 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

計 551,900 551,900 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21第１項の規定に基づく新株予約権（ストックオプション）に

関する事項は次のとおりであります。 

  平成14年６月27日定時株主総会決議 

 （注）１．事業年度末日までの退職者への割当分2,406株、事業年度末日後提出日の前月末日までの退職者への割当分

2,508株をそれぞれ除いております。 

２．対象者は、新株予約権行使時においても、当社又は当社の子会社の取締役、監査役又は使用人（顧問、相談

役を含む。）であることを要する。 

３．新株予約権の発行の目的上、対象者に新株予約権を行使させることが相当でないとされる以下の事由が生じ

た場合、対象者は新株予約権を行使することができないものとする。 

(1）対象者が裁判において禁固以上の刑に処せられたとき。 

(2）対象者が株主代表訴訟の被告になった裁判において、対象者に対して損害の賠償を命ずる確定判決が下

されたとき又は対象者がその裁判に関して、敗訴に比するものと取締役会が判断する内容の和解を行っ

たとき。 

(3）対象者が法令、定款又は内部規律に違反したことを理由に当社内での制裁処分を受けたとき。 

(4）対象者が、当社の事前の承諾なく、当社と競業関係にある会社の取締役、監査役、使用人、嘱託、顧問

又はコンサルタントとなったとき。 

(5）対象者に新株予約権を行使させることが相当でない特段の事由が発生したとして、取締役会が当該対象

者による新株予約権の行使を認めない旨の決議を行ったとき。 

４．下記の各期間中において、既に行使した新株予約権の個数の累計が、下記のそれぞれの期間について規定さ

れた新株予約権の個数を超えないように、新株予約権を行使するものとする。但し、(1)及び(2)の各期間に

おいては、１個の新株予約権に満たない端数については、次の期間以降に繰り越すものとする。 

(1）平成16年８月１日から平成17年７月31日まで 

割当を受けた新株予約権の３分の１ 

(2）平成17年８月１日から平成18年７月31日まで 

割当を受けた新株予約権の３分の２ 

(3）平成18年８月１日から平成19年７月31日まで 

割当を受けた新株予約権の３分の３ 

５．新株予約権の質入、担保提供その他の処分及び相続は認めない。 

６．新株予約権の一部行使は認めない。 

７．新株予約権の行使に関するその他の細目は、当社と新株予約権の割当を受けるものとの間で締結される新株

予約権の割当に関する契約によるものとする。 

  
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個）  7,309 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類   普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） (注)１ 12,212 12,110 

新株予約権の行使時の払込金額（円）   428,925 同左 

新株予約権の行使期間   
自 平成16年８月１日 

至 平成19年７月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 
  

発行価格 

資本組入額

428,925 

214,463 
同左 

新株予約権の行使の条件   (注)２～７ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項   取締役会の承認を要する。 同左 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．有償公募による増資 

一般募集   発行価額   1,231,400円 

       資本組入額   615,700円 

２．有償第三者割当による増資 

第三者割当  割当先    三菱商事株式会社 

       発行価額   1,231,400円 

       資本組入額   615,700円 

３．旧商法第280条ノ19第２項に基づく新株引受権の権利行使による増加（平成13年４月～平成14年３月） 

４．平成14年５月20日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。 

５．旧商法第280条ノ19第２項に基づく新株引受権の権利行使による増加（平成14年４月～平成15年３月） 

６．旧商法第280条ノ19第２項に基づく新株引受権の権利行使による増加（平成15年４月～平成15年７月） 

旧商法第280条ノ19第２項に基づく新株引受権の権利行使期間は、平成15年７月７日に終了しております。 

７．平成16年５月20日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。 

８．平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21第１項の規定に基づく新株予約権の権利行使による増加

(平成16年４月～平成17年３月) 

(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式211.2株は「個人その他」に211株、「端株の状況」に0.2株を含めて記載しております。なお、平

成18年３月31日現在における自己株式の実保有株式数は、株主名簿上の自己株式数と同じく211.2株であり

ます。 

２．「その他の法人」の中には証券保管振替機構名義の株式が134株含まれております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高 
（株） 

資本金増減額 

（百万円） 

資本金残高 

（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
（百万円） 

平成14年２月８日 

（注１） 
12,263 132,577 7,550 9,924 7,550 16,884 

平成14年２月８日 

（注２） 
3,282 135,859 2,020 11,945 2,235 19,119 

平成14年３月31日 

（注３） 
403 136,262 63 12,008 63 19,183 

平成14年５月20日 

（注４） 
136,262 272,524 － 12,008 － 19,183 

平成15年３月31日 

（注５） 
1,568 274,092 123 12,132 123 19,306 

平成16年３月31日 

（注６） 
1,856 275,948 146 12,278 146 19,452 

平成16年５月20日 

（注７） 
275,948 551,896 － 12,278 － 19,452 

平成17年３月31日 

（注８） 
4 551,900 0 12,279 0 19,453 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況 

端株の状況
政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法

人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 65 44 261 240 9 23,338 23,957 － 

所有株式数（株） － 176,958 10,783 32,938 188,462 68 142,690 551,899 1 

所有株式数の割合

（％） 
－ 32.07 1.95 5.97 34.14 0.01 25.86 100.00 － 



(5）【大株主の状況】 

 （注）１．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、以下のとおりであります。 

２．三菱商事株式会社から平成18年５月12日付で提出された大量保有報告書（変更報告書）により、同社が平成

18年５月８日付で東京都千代田区丸の内二丁目３番１号に住所変更した旨の報告を受けております。 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

（株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合 
（％） 

ステート ストリート バンク アンド トラス

ト カンパニー 505025 

（常任代理人 株式会社みずほコーポレート

銀行 兜町証券決済業務室） 

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS  

02101 U.S.A. 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

  

48,510 8.79 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

(信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８番11号  

  
36,478 6.61 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 

（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 

  
32,134 5.82 

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目６番３号 27,636 5.01 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 16,560 3.00 

資産管理サービス信託銀行株式会社 

(年金信託口) 

  

東京都中央区晴海１丁目８番12号 晴

海アイランド トリトンスクエア オ

フィスタワーＺ棟 

12,113 2.19 

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町２丁目２番２号 8,901 1.61 

メロン バンク トリーティー クライアン

ツ オムニバス 

（常任代理人 香港上海銀行東京支店カスト

ディ業務部） 

ONE BOSTON PLACE BOSTON,MA 02108 

  

（東京都中央区日本橋３丁目11番１

号） 

8,263 1.50 

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 7,200 1.30 

資産管理サービス信託銀行株式会社 

（信託Ａ口） 

  

東京都中央区晴海１丁目８番12号 晴

海アイランド トリトンスクエア オ

フィスタワーＺ棟 

7,045 1.28 

計 － 204,840 37.12 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 

資産管理サービス信託銀行株式会社(年金信託口) 

野村信託銀行株式会社（投信口） 

資産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ａ口) 

36,478株 

32,134株 

12,113株 

8,901株 

7,045株 



３．野村證券株式会社から平成18年１月19日付で提出された大量保有報告書（変更報告書）により、平成18年１

月12日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として期末時点における

実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況は株主名簿の記載によっております。 

４．株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから平成18年２月15日付で提出された大量保有報告書（変更

報告書）及び平成18年４月10日付で提出されたその訂正報告書により、平成18年１月31日現在で以下のとお

り株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として期末時点における実質所有株式数の確認が

できないため、上記大株主の状況は株主名簿の記載によっております。 

氏名又は名称 住所 
保有株券等 
の数（株） 

株券等保有割合
（％） 

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 1,572 0.28 

NOMURA INTERNATIONAL PLC 
  

Nomura House 1,St.Martin'  
s-le Grand London EC1A 4NP,England 

1,658 0.30 

MAINTRUST Kapitalanlagegesellschaft mbH 
  

 Graefstrasse 109,60487 Frankfurt  
 am Main,F.R.Germany  

558 0.10 

野村アセットマネジメント株式会社 東京都中央区日本橋一丁目12番１号 71,496 12.95 

野村信託銀行株式会社 東京都千代田区大手町二丁目２番２号 164 0.03 

計 － 75,448 13.67 

氏名又は名称 住所 
保有株券等 
の数（株） 

株券等保有割合
（％） 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 16,560 3.00 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 7,114 1.29 

三菱ＵＦＪ証券株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目４番１号 230 0.04 

三菱ＵＦＪ投信株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 24 0.00 

計 － 23,928 4.34 



５．モルガン・スタンレー証券株式会社から平成18年４月11日付で提出された大量保有報告書（変更報告書）に

より、平成18年３月31日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として

期末時点における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況は株主名簿の記載によっており

ます。 

６．ゴールドマン・サックス証券株式会社から平成18年１月13日付で提出された大量保有報告書（変更報告書）

により、平成17年12月31日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社とし

て期末時点における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況は株主名簿の記載によってお

ります。 

氏名又は名称 住所 
保有株券等 
の数（株） 

株券等保有割合
（％） 

モルガン・スタンレー証券準備株式会社 
  

東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号 
恵比寿ガーデンプレイスタワー 

4,129 0.75 

モルガン・スタンレー・アンド・カンパニ
ー・インコーポレーテッド 

1585 Broadway,New York,NY 10036 
  

4,466 0.81 

モルガン・スタンレー・アンド・カンパニ
ー・インターナショナル・リミテッド 

25 Cabot Square Canary Wharf    
London E14 4QA U.K. 

6,100 1.11 

エムエスディーダブリュ・エクイティー・フ
ァイナンシング・サービセズ（ルクス）エ
ス・アー・エール・エル 

8-10 rue Mathias Hardt,L-1717    
Luxembourg 
  

670 0.12 

モルガン・スタンレー・インベストメント・ 
マネジメント・リミテッド 

25 Cabot Square Canary Wharf  
London E14 4QA U.K. 

1,511 0.27 

モルガン・スタンレー・アセット・マネジメ
ント投信株式会社 

東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号 
恵比寿ガーデンプレイスタワー 

2,228 0.40 

モルガン・スタンレー・インベストメント・ 
マネジメント・インク 

1221 Avenue of the Americas, 
New York,NY 10020,USA 

493 0.09 

モルガン・スタンレー・インベストメント・ 
アドバイザーズ・インク 

1221 Avenue of the Americas, 
New York,NY 10020,USA 

24 0.00 

計 － 19,621 3.56 

氏名又は名称 住所 
保有株券等 
の数（株） 

株券等保有割合
（％） 

Goldman Sachs (Japan) Ltd. 
  
  
  

英国領バージン・アイランド、トルト
ラ、ロード・タウン、ロマスコ・プレ
イス、ウィックハムズ・ケイ１、私書
箱3140 

2,434 0.44 

Goldman Sachs International 
  

Peterborough Court,133 Fleet 
Street,London EC4A 2BB UK 

285 0.05

Goldman Sachs Asset Management,L.P. 
  

32 Old Slip,New York,New York,
10005 U.S.A. 

4,178 0.76

Goldman Sachs & Co. 
  

85 Broad Street,New York,New York
10004,U.S.A. 

13 0.00

ゴールドマン・サックス・アセット・マネジ
メント株式会社 

東京都港区六本木６-10-１ 六本木ヒ
ルズ森タワー 

10,418 1.89

計 － 17,328 3.14 



７．フィデリティ投信株式会社から平成17年10月14日付で提出された大量保有報告書（変更報告書）により、平

成17年９月30日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として期末時点

における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況は株主名簿の記載によっております。  

８．オービス・インベストメント・マネジメント・（ビー・ヴィー・アイ）・リミテッドから平成18年３月14日

付で提出された大量保有報告書（変更報告書）により、平成18年２月28日現在で以下のとおり株式を保有し

ている旨の報告を受けておりますが、当社として期末時点における実質所有株式数の確認ができないため、

上記大株主の状況は株主名簿の記載によっております。 

氏名又は名称 住所 
保有株券等 
の数（株） 

株券等保有割合
（％） 

フィデリティ投信株式会社 
  

東京都港区虎ノ門四丁目３番１号 
城山JTトラストタワー 

15,143 2.74 

計 － 15,143 2.74 

氏名又は名称 住所 
保有株券等 
の数（株） 

株券等保有割合
（％） 

オービス・インベストメント・マネジメン
ト・（ビー・ヴィー・アイ）・リミテッド 

バミューダHM11ハミルトン、バミュー
ディアナ・ロード34 

47,185 8.55 

オービス・インベストメント・マネジメン
ト・リミテッド 

バミューダHM11ハミルトン、バミュー
ディアナ・ロード34 

5,825 1.06 

オービス・アセット・マネジメント・リミテ
ッド 

バミューダHM11ハミルトン、バミュー
ディアナ・ロード34 

63 0.01 

計 － 53,073 9.62 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が134株含まれております。 

また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数134個が含まれております。 

②【自己株式等】 

 （注） 株主名簿上、自己名義となっている株式211株は、実質的に所有している株式であります。 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      211 － 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式    551,688  551,688 同上 

端株 普通株式       1 － 同上 

発行済株式総数 551,900 － － 

総株主の議決権 － 551,688 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ネットワンシステムズ

株式会社 

  

東京都品川区東品川

二丁目２番８号スフ

ィアタワー天王洲 

211 － 211 0.04 

計 － 211 － 211 0.04 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

  当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280

条ノ21第１項の規定に基づき新株予約権を発行する方法によるもので、その内容は以下のとおりであります。 

  

（平成14年６月27日定時株主総会決議） 

 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21第１項の規定に基づき、当社取締役及び当社使用人の一部に

対して新株予約権を特に有利な条件（無償）で発行することを、平成14年６月27日開催の第15回定時株主総会に

おいて決議されたものであります。 

 （注）１．新株予約権の目的である株式の数 

新株予約権発行時に当社に在任又は在職する対象者に対して合計 7,500株を上限として発行することとす

る。なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により調整されるものとする。ただし、か

かる調整は、その時点で対象者が新株予約権を行使していない目的たる株式の数についてのみ行われるもの

とする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

なお、調整後生じる１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。 

２．発行する新株予約権の個数 

7,500個 （新株予約権１個あたりの目的となる株式数は１株とする。）。ただし、前項の規定に基づいて新

株予約権の目的となる株式数の調整を行った場合、新株予約権１個あたりの目的となる株式数についても前

項の算式に基づいて調整する。 

なお、各対象者に対して割り当てる新株予約権の数については、取締役分として1,500個、使用人分として

6,000個の合計7,500個とすることとし、その範囲内での配分に関しては取締役会に一任するものとする。 

３．各新株予約権の発行価額 

無償とする。 

４．各新株予約権の行使に際して払い込むべき額 

857,850円（平成14年５月15日の東京証券取引所における当社普通株式の終値に 1.05を乗じた金額）又は新

株予約権を発行する日の終値（当日に該当する取引がない場合は、それに先立つ直近日の終値）のいずれか

高い方の価額とする。 

なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整の結果生じる１円

未満の端数は切り上げるものとする。 

調整後払込金額＝調整前払込金額×（１／分割・併合の比率） 

５．新株予約権行使期間 

平成16年８月１日から平成19年７月31日まで。ただし、新株予約権行使の条件又は対象者と当社との間で個

別に締結される新株予約権の割当に関する契約により、各対象者の行使期間中における新株予約権の行使が

制限されることがある。 

決議年月日 平成14年６月27日 

付与対象者の区分及び人数 
平成14年６月27日定時株主総会以後に開催される取締役会の決議に

よる。 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） （注） 

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注） 

新株予約権の行使期間 （注） 

新株予約権の行使の条件 （注） 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注） 



６．権利行使の条件 

(1）対象者として新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権行使時においても、当社又は当社の子会社の取

締役、監査役又は使用人（顧問、相談役を含む。）であることを要する。 

(2）下記の各期間中において、既に行使した新株予約権の個数の累計が、下記のそれぞれの期間について規定

された新株予約権の個数を超えないように、新株予約権を行使するものとする。ただし、(ⅰ)及び(ⅱ)の

各期間においては、一個の新株予約権に満たない端数については、次の期間以降に繰り越すものとする。

(ⅰ）平成16年８月１日から平成17年７月31日まで 

割当を受けた新株予約権の３分の１ 

(ⅱ）平成17年８月１日から平成18年７月31日まで 

割当を受けた新株予約権の３分の２ 

(ⅲ）平成18年８月１日から平成19年７月31日まで 

割当を受けた新株予約権の３分の３ 

(3）対象者に法令、定款又は内部規律に違反する重大な行為があった場合又は対象者が、当社の事前の承諾な

く、当社と競業関係にある会社の取締役、 監査役、 使用人、 嘱託、 顧問又はコンサルタントとなった

場合等、新株予約権の発行の目的上、対象者に新株予約権を行使させることが相当でないとされる事由と

して当社取締役会決議で定める事由が生じた場合は、新株予約権を行使することができないものとする。

(4）新株予約権の質入、担保提供その他の処分及び相続は認めない。 

(5）新株予約権の一部行使は認めない。 

(6）新株予約権の行使に関するその他の細目は、当社の取締役会決議、並びに第15回定時株主総会決議及び取

締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けるものとの間で締結される新株予約権の割当に関す

る契約によるものとする。 

７．新株予約権の消却事由及び条件 

(1）対象者について上記６．(1)に規定する権利行使条件に該当しなくなった場合、６．(3)に規定する新株予

約権を行使できない事由が生じた場合、６．(4)に違反して新株予約権の処分をした場合、その他対象者

の権利行使が認められない場合には、当該新株予約権を無償で消却することができる。 

(2）対象者が新株予約権の全部又は一部を放棄した場合は、当該新株予約権を無償で消却することができる。

(3）当社が吸収合併又は新設合併を行う場合において、存続会社又は新設会社が新株予約権にかかる当社の義

務を承継しないとき、当社は無償で新株予約権を消却することができる。 

(4）当社が株式移転又は株式交換によって他社の完全子会社となる場合において、下記９．に規定する条件が

成就しなかった場合、無償で新株予約権を消却することができる。 

(5）新株予約権の消却に関するその他の事項については、第15回定時株主総会及び新株予約権の発行にかかる

取締役会の決議に基づき、当社と対象者との間で締結する新株予約権の割当に関する契約に定めるところ

による。 

８．新株予約権の譲渡制限 

新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。 



９．株式移転・株式交換による完全親会社となる会社への新株予約権の承継及び承継後の新株予約権の内容にか

かる決定の方針 

(1）当社が株式移転又は株式交換によって他社（以下「完全親会社」という。）の完全子会社となる場合、か

かる株式移転又は株式交換に際して、当社の対象者に対する新株予約権にかかる義務を、当該株式交換に

よって完全親会社又は株式移転によって設立する完全親会社に承継させるものとする。ただし、かかる株

式交換につき作成される株式交換契約書において又はかかる株式移転についての株主総会の承認におい

て、新株予約権にかかる義務の承継が合意又は承認決議されることを条件とする。 

(2）新株予約権の目的たる株式の種類 

完全親会社の普通株式 

(3）新株予約権の目的たる株式の数 

上記１．に記載の株式数（調整がなされた場合には調整後の株式数）に、株式交換又は株式移転の際に当

社株式１株に対して割り当てられる完全親会社株式の数（以下「割当比率」という。）を乗じて計算し、

１株未満の端数はこれを切り捨てる。 

(4）新株予約権の権利行使に際して払込みをなすべき額 

新株予約権の権利行使に際して払込みをなすべき金額については、以下の算式にもとづいて計算し、計算

の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。 

承継後払込金額＝承継前払込金額×（１／割当比率） 

(5）新株予約権の権利行使期間 

上記５．に定める期間とし、承継時に権利行使期間がすでに開始している場合には、株式交換又は株式移

転の効力発生日より上記５．に定める期間の満了日までとする。 

(6）権利行使の条件ならびに消却事由及び条件 

上記６．及び７．に準じて決定する。 

(7）承継後の新株予約権の譲渡制限 

承継後の新株予約権の譲渡については、完全親会社の取締役会の承認を要するものとする。 

10．細目事項 

第15回定時株主総会以降に開催された取締役会決議により定められた細目事項は次のとおりであります。 

11．平成14年６月27日開催の第15回定時株主総会から提出日の前月末現在までの間に、使用人73名の退職によ

り、新株予約権の目的となる株式が2,508株消滅している。 

12．平成16年５月20日付で１株を２株とする株式分割を行った。これにより、上記１．の算式に基づく調整後株

式数は12,110株（上記11．の退職者に係る株式数を除く。）となり、また上記４．に基づく調整後払込金額

は428,925円となっている。 

取締役会開催日 平成14年７月25日 平成14年10月24日 平成15年１月23日 平成15年５月15日 

有価証券の種類及び銘柄 

ネットワンシステムズ株式

会社平成14年度第１回新株

予約権証券 

ネットワンシステムズ株式

会社平成14年度第２回新株

予約権証券 

ネットワンシステムズ株式

会社平成14年度第３回新株

予約権証券 

ネットワンシステムズ株式

会社平成14年度第４回新株

予約権証券 

新株予約権の発行日 平成14年７月25日 平成14年10月24日 平成15年１月23日 平成15年５月15日 

新株予約権の発行数 
6,881個（新株予約権１

個につき１株） 

179個（新株予約権１個

につき１株） 

118個（新株予約権１個

につき１株） 

320個（新株予約権１個に

つき１株） 

新株予約権の発行価額 無償とする 同左 同左 同左 

新株予約権の目的たる株

式の種類及び数 
当社普通株式6,881株 当社普通株式179株 当社普通株式118株 当社普通株式320株 

新株予約権の行使に際し

ての払込価額 
１株につき857,850円 同左 同左 同左 

新株予約権の行使により

発行する株式の発行価額

の総額 

5,902,865,850円 

（１株につき857,850円） 

153,555,150円 

（１株につき857,850円） 

101,226,300円 

（１株につき857,850円） 

274,512,000円 

（１株につき857,850円） 

新株予約権の行使期間 
平成16年８月１日から 

平成19年７月31日まで 
同左 同左 同左 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当期は１株当たりの配当として、中間配当金750円（平成17年11月８日取締役会決議）、期末配当金750円、年間

1,500円の配当を実施しております。この結果、配当性向は17.4％（連結）となりました。 

 なお、今後、株主の皆様への利益配分は配当性向主義に移行します。平成20年３月期の配当性向：20％（連結）を

目途とします。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、平成13年12月20日より東京証券取引所市場第一部におけるものであり、それ以前は日本

証券業協会におけるものであります。なお、第15期の最高・最低株価のうち※印は日本証券業協会によるも

のであります。 

２．第15期及び第17期の□印は、株式分割による権利落後の最高・最低株価であります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 

※ 3,190,000 

2,050,000 

□  710,000 

920,000 
927,000 

□  457,000 
507,000 316,000 

最低（円） 

※ 1,400,000 

1,030,000 

□  621,000 

392,000 
395,000 

□  412,000 
266,000 205,000 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 251,000 264,000 295,000 314,000 282,000 262,000 

最低（円） 205,000 215,000 255,000 264,000 217,000 224,000 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株
式数 
（株） 

代表取締役 

社長 
 澤田 脩 昭和20年12月７日生

昭和43年４月 三菱商事株式会社入社 

平成６年３月 株式会社エイエスティ代表取締役社長 

平成９年６月 当社取締役 

平成10年７月 株式会社アイティコマース代表取締役 

平成12年４月 株式会社ネオテニー副社長 

平成13年３月 ブレインセラーズ・ドットコム株式会社取締

役 

平成13年６月 株式会社イーシー・ワン取締役 

平成14年７月 当社顧問 

平成14年９月 プロストレージ株式会社代表取締役社長 

平成16年６月 当社代表取締役社長（現任） 

株式会社スカイコム取締役（現任） 

Tennoz Initiative Inc.President（現任） 

35 

取締役 

ＥＰ第１事業本部

ＥＰ第２事業本部

ＥＰ第３事業本部

ＰＥ本部 

東日本事業本部 

各担当 

齋藤 普吾 昭和29年10月24日生

昭和53年４月 東京ナショナル電話機器株式会社入社 

昭和60年11月 日本電気システム建設株式会社入社 

平成６年４月 当社入社 

平成12年４月 当社エンタープライズ（ＥＰ）系第４事業部

長 

平成13年７月 当社公共・パートナー事業本部長 

平成14年４月 当社エンタープライズ（ＥＰ）事業本部長 

平成17年４月 当社第１事業本部長 

平成17年６月 当社取締役第１事業本部長 

平成18年４月 当社取締役 エンタープライズ（ＥＰ）第１

事業本部、エンタープライズ（ＥＰ）第２事

業本部、エンタープライズ（ＥＰ）第３事業

本部、プロフェッショナルエンジニアリング

（ＰＥ）本部、東日本事業本部、西日本事業

本部各管掌 

平成18年６月 当社取締役 エンタープライズ（ＥＰ）第１

事業本部、エンタープライズ（ＥＰ）第２事

業本部、エンタープライズ（ＥＰ）第３事業

本部、プロフェッショナルエンジニアリング

（ＰＥ）本部、東日本事業本部各担当（現

任） 

176 

取締役 

官庁事業本部 

ＮＦＥ本部 

セキュリティ事業

推進本部 

ＮＷテクノロジー

本部（本部長兼

務） 

品質管理本部 

ＩＴ部 

各担当 

荒井 透 昭和33年10月６日生

昭和56年４月 菱電エレベータ施設株式会社入社 

昭和58年10月 文部省高エネルギー物理学研究所データ処理

センター入所 

平成元年６月 アンガマン・バス株式会社入社 

平成２年４月 当社入社 

平成５年４月 当社ネットワーク応用技術部長 

平成12年４月 当社商品戦略室部長 

平成15年４月 当社事業統轄室長兼広告宣伝室長 

平成18年４月 当社ネットワークテクノロジー（ＮＷテクノ

ロジー）本部長 

平成18年６月 当社取締役 官庁事業本部、ネットワークフ

ァシリティエンジニアリング（ＮＦＥ）本

部、セキュリティ事業推進本部、ネットワー

クテクノロジー（ＮＷテクノロジー）本部

（本部長兼務）、品質管理本部、ＩＴ部各担

当（現任） 

100 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株
式数 
（株） 

取締役 

事業戦略室 

リスクマネージメ

ント統括室 

ＩＳＭＳ推進室 

ＩＳＯ推進室 

各担当 

石川  徹 昭和23年10月５日生

昭和46年４月 日本ＮＣＲ株式会社入社 

昭和52年10月 富士ゼロックス株式会社入社ネットワーク機

器事業部営業部長 

平成８年11月 日本ルーセント・テクノロジー株式会社入社

取締役ビジネス・コミュニケーションズ・シ

ステムズ事業部長 

平成12年２月 当社入社ネットセンター設立準備室長 

平成12年４月 ネットワークサービスアンドテクノロジーズ

株式会社代表取締役社長 

平成12年６月 当社取締役 

平成18年４月 当社取締役ＣＥＯオフィス、事業戦略室、リ

スクマネージメント統括室、ＩＳＭＳ推進

室、ＩＳＯ推進室、ＩＴ部各管掌 

平成18年６月 当社取締役 事業戦略室、リスクマネージメ

ント統括室、ＩＳＭＳ推進室、ＩＳＯ推進室

各担当（現任） 

－ 

取締役 

人材開発本部 

業務本部 

管理本部 

ＣＥＯオフィス

（室長兼務） 

各担当 

片山 典久 昭和30年６月30日生

昭和55年４月 小松フォークリフト株式会社入社 

昭和59年７月 アンガマン・バス株式会社入社 

平成元年５月 当社入社 

平成３年２月 当社経理部長 

平成９年７月 当社経営企画室長 

平成15年４月 当社ＣＥＯオフィス室長 

平成18年６月 当社取締役 人材開発本部、業務本部、管理

本部、ＣＥＯオフィス（室長兼務）各担当

（現任） 

500 

取締役 

西日本事業本部

（本部長兼務）担

当 

鈴木 剛 昭和33年５月16日生

昭和58年６月 株式会社ヒューモラボラトリ入社 

平成２年１月 アンガマン・バス株式会社入社 

平成７年７月 当社入社 

平成12年４月 当社サービスプロバイダー（ＳＰ）系北海道

事業部長 

平成16年４月 当社エンタープライズ（ＥＰ）事業本部関西

事業部長 

平成17年４月 当社第４事業本部長 

平成18年４月 当社西日本事業本部長 

平成18年６月 当社取締役 西日本事業本部（本部長兼務）

担当（現任） 

168 

取締役 

ＳＰ第１事業本部 

ＳＰ第２事業本部 

ＳＰ技術本部（本

部長兼務） 

各担当 

末光 俊一 昭和36年２月22日生

昭和59年４月 株式会社朋栄入社 

昭和60年10月 日本ユニバック株式会社入社 

平成３年２月 アンガマン・バス株式会社入社 

平成10年５月 当社入社 

平成12年４月 当社サービスプロバイダー（ＳＰ）系第１事

業部長 

平成17年４月 当社第３事業本部長 

平成18年４月 当社サービスプロバイダー（ＳＰ）技術本部

長 

平成18年６月 当社取締役 サービスプロバイダー（ＳＰ）

第１事業本部、サービスプロバイダー（Ｓ

Ｐ）第２事業本部、サービスプロバイダー

（ＳＰ）技術本部（本部長兼務）各担当（現

任） 

72 

取締役 

内部統制整備等に

関する特命事項担

当 

中村  功 昭和20年３月８日生

昭和43年４月 不二サッシ販売株式会社入社 

平成３年４月 当社入社 

平成５年６月 当社取締役管理部長 

平成12年４月 当社取締役オペレーションサービス系統轄 

平成13年７月 当社取締役業務本部長 

平成18年４月 当社取締役 人材開発本部、業務本部、管理

本部各管掌 

平成18年６月 当社取締役 内部統制整備等に関する特命事

項担当（現任） 

485 

 



 （注）１.  取締役 池谷仁夫は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２.  監査役 夏目達郎及び浅野晋は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３.  当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査

役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株
式数 
（株） 

取締役  池谷 仁夫 昭和35年３月３日生

昭和57年４月 三菱商事株式会社入社 

平成16年４月 同社ＩＣＴ事業本部ネットワークサービス事

業ユニットマネージャー（現任） 

平成16年６月 当社取締役（現任） 

－ 

常任監査役 

（常勤） 
 高垣 將次郎 昭和16年11月18日生

昭和40年４月 三菱商事株式会社入社 

昭和63年２月 当社代表取締役社長 

平成元年３月 当社代表取締役副社長 

平成２年５月 当社代表取締役社長 

平成４年６月 当社代表取締役会長 

平成７年６月 当社代表取締役社長 

平成８年６月 当社取締役会長 

平成９年６月 当社常務取締役マーケティング本部長 

平成10年６月 当社常務取締役業務本部長 

平成12年４月 当社常務取締役事業企画系統轄 

平成13年６月 当社常任監査役（現任） 

38 

監査役 

（常勤） 
 吉田 広務 昭和20年５月21日生

昭和44年４月 三菱商事株式会社入社 

平成７年２月 同社情報産業企画部長 

平成９年４月 同社情報産業総括部長兼情報産業事業統轄部

長 

平成９年６月 当社取締役 

平成９年10月 三菱商事株式会社参与情報産業担当役員補佐

兼情報産業事業統轄部長 

平成12年４月 三菱事務機械株式会社常務取締役 

平成13年４月 三菱商事株式会社情報産業グループ監査室長 

平成15年５月 同社新機能事業グループ監査室長 

平成15年６月 当社監査役（現任） 

平成16年６月 ノーリツ鋼機株式会社取締役 

2 

監査役  夏目 達郎 大正13年６月18日生

昭和34年10月 夏目公認会計士事務所開設 

昭和56年４月 監査法人夏目事務所設立 

 同監査法人代表社員（現任）

平成10年６月 当社監査役（現任） 

23 

監査役  浅野 晋 昭和19年７月６日生

昭和44年４月 東京郵政局採用 

昭和49年６月 郵政省退職 

昭和53年４月 弁護士登録、坂本健之助法律事務所勤務 

昭和63年７月 青葉総合法律事務所開設・同パートナー（現

任） 

平成13年６月 当社監査役（現任） 

－ 

    計 1,599 

氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

淵邊 善彦 昭和39年５月８日生 

平成元年４月 第一東京弁護士会登録西村総合法律事務所勤務 

平成７年９月 ロンドンのノートン・ローズ法律事務所勤務 

平成８年10月 シンガポールのノートン・ローズ法律事務所勤務 

平成９年６月 西村総合法律事務所復帰 

平成10年７月 日商岩井株式会社 法務部出向 

平成12年７月 ＴＭＩ総合法律事務所パートナー（現任） 

－ 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方  

 当社はあらゆる企業活動を通じて、お客様、株主の皆様、パートナー企業、社員、地域社会との良好な関係を築

くとともに、よき企業市民として社会的責任を果たし、各々のステークホルダーからの高い評価（満足度）と信頼

を獲得する企業を目指しています。 

(2)コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

①会社の機関の内容 

 当社は、監査役制度採用会社であり、取締役９名（内、社外取締役１名）、監査役４名（内、社外監査役２

名）で構成されています。なお、社外取締役及び社外監査役と当社との間には特別な利害関係はありません。 

 当社は、従来から取締役会並びに取締役及び常任監査役を中心メンバーとする経営委員会により業務執行の決

定を行っております。なお、特に重要な事項については、常勤取締役及び常任監査役をメンバーとする経営委員

会（月２回以上の開催）の審議を経て、取締役会（月１回以上の開催）において決定し、その他の重要事項につ

いては、経営委員会において決定もしくは稟議手続きにより決裁しております。また、①責任の明確化、②職務

権限の明確化、③社内規程・ルールの遵守徹底、④指示命令系統の明確化を目指したフラットな組織運営による

業務執行により、経営効率の向上を図っています。  

 当社の監査体制は監査役、監査役会、会計監査人及び監査室で構成されております。監査役会が定めた監査の

方針、業務の分担等に従い、各監査役は取締役等から職務の執行状況の聴取、重要な決裁書類等の閲覧、当社及

び子会社の業務及び財産の状況の調査により、法令及び定款への適合性の観点から取締役の職務の執行を監査し

ます。会計監査人として、監査法人トーマツの監査を受けており、平成17年度の会計監査業務を執行した公認会

計士及び補助者の状況は以下のとおりです。  

   指定社員 業務執行社員 勝又 三郎 

    指定社員 業務執行社員 西岡 雅信 

    補助者の人数      ９名 

 上記のほか、代表取締役社長直属の監査室により内部監査を実施しております。監査室は、会社における業務

活動が事業計画、経営方針、社内規程等に沿い、また、法令や社会倫理等に抵触することなく適正かつ効率的に

行われているかを調査し、必要な改善事項を指摘するとともに、改善状況をフォローします。 

 また、法令・ルールの遵守徹底を図るためにコンプライアンス委員会を設置するとともに、コンプライアンス

違反に関する通報及び相談窓口を社内外に各１箇所ずつ設置しております。一方、経営に重大な影響を与える可

能性がある災害等の危機管理を行うためにリスクマネージメント委員会を設置し、実際に災害等が発生した場合

には事故（危機）対策本部を設置してそれぞれ対応を図ります。 



 以上述べた事項を図によって示すと次のとおりであります。 

②内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況 

 当社は、「当社の経営理念に基づき、すべてのステークホルダーから、常に高い評価と厚い信頼を獲得し続け

る企業を目指す」との観点から、以下のとおり、現時点の整備状況を踏まえつつ、内部統制システムの整備・運

用並びにその継続的改善に努めてまいります。  

ａ）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制  

イ．法令及び定款の規程により取締役会の決議を要する事項並びに経営・業務執行に関し重要事項は取締役会

において審議・決定します。 

ロ．取締役会決議事項の取締役会への付議及び取締役会決議事項以外の経営・業務執行に関する重要事項は経

営委員会において審議・決定します。 

ハ．上記２項以外の経営・業務執行に関する重要事項は、稟議手続きにより決裁します。 

ニ．監査役は、取締役の職務の執行を、法令及び定款の適合性の観点から監査を行い、また、監査役会は、監

査に関する重要事項について、取締役からの報告を受け、監査役間で協議を行い、または決議します。 

ｂ）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制  

当社における文書の保存及び管理については、「文書管理規程」に定めるところにより行います。 

（＜保存期間＞ 取締役会議事録・経営委員会議事録：永久、稟議書：10年） 



ｃ）損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

イ．ビジネスリスク 

経済環境の変化、市場ニーズの変化などのビジネスリスクについては、事業・投資に係る主管部門が自ら管

理を行います。また、新たな事業・投資については、各主管部門が、事前にビジネスリスクについて調査・

検討を行った後、取締役会または経営委員会の審議・決定または稟議手続きの決裁を経た後で執行を行いま

す。 

ロ．オペレーショナルリスク 

地震などの不可抗力に起因した事故または災害、並びに当社役職員の故意・過失に起因した事故、災害によ

り当社が損失を被るオペレーショナルリスクについては、リスクマネージメント委員会を設置し、リスク管

理規程をはじめリスク管理に係る諸規程の整備を行います。 

ハ．経営に重大な影響を与える不測の事態が発生した場合には、代表取締役社長の指示に基づき、「事故（危

機）対策本部」等臨時の緊急対応組織を直ちに設置し、迅速かつ効率的な対応を図ります。 

ｄ）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

イ．主要な事項の執行決定とプロセスは職務権限基準表に定めるところによります。特に重要な事項の執行に

ついては、経営委員会の審議を経て取締役会において決定します。 

ロ．業務効率向上の観点から、業務システムの継続的な見直しと改善を図ります。 

ｅ）使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

イ．コンプライアンス委員会はコンプライアンス体制に関する重要事項の審議・決定及び運用状況の確認を行

います。 

ロ．「誠実と信頼」を共通の価値観と定め、当社の役職員が業務遂行上の判断基準を示したコンプライアンス

マニュアル及び会社並びに役職員の倫理基準を定めた倫理規程を定め、全役職員に対し研修等を実施し、

遵守を徹底しております。 

ハ．コンプライアンス違反に関する通報及び相談窓口を社内外に各１箇所ずつ設置しており、社外の通報・相

談窓口は匿名方式による報告・相談も受け付けております。 

ｆ）株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

イ．当社の取締役または使用人を子会社の取締役及び監査役として任命・派遣し、子会社の業務執行状況の監

督・監査を行うとともに、当社監査役は必要に応じ、子会社に対して事業の報告を求め、または、業務及

び財産の状況を調査します。 

ロ．子会社との連携に基づくリスク管理体制及びコンプライアンス体制は、当社の管理体制に準じて整備・運

用されており、今後、当社との連携強化を図ってまいります。 

ｇ）取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制 

イ．取締役による監査役への報告体制としては、監査役から報告を求められた場合には、取締役は速やかに報

告を行うことが定められています。また、取締役がⅰ取締役の不正行為、ⅱ取締役の法令・定款に違反す

る行為、ⅲ当社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を発見した場合は、直ちに監査役会に報告すること

が定められています。 

ロ．使用人による監査役への報告体制としては、監査室による内部監査の計画及び実施状況の結果報告を定め

ているとともに、使用人は、監査役からその職務執行に関する報告を求められた場合、速やかに当該事項

を報告することが定められています。 

ｈ）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

監査役は、取締役、会計監査人並びに顧問弁護士と意見交換を行っています。 



(3)役員報酬及び監査報酬 

 当期における当社の取締役及び監査役に対する報酬、当社の会計監査人に対する監査証明に係る報酬は以下のと

おりであります。   

   役員報酬：               

        社内取締役に支払った報酬   183百万円 

        社外取締役に支払った報酬   －百万円 

        社内監査役に支払った報酬   24百万円 

        社外監査役に支払った報酬    8百万円 

   監査報酬： 

        公認会計士法第２条第１項に 

        規定する業務に基づく報酬   20百万円 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項

のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

  ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のた

だし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日ま

で）及び当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度（平成

16年４月１日から平成17年３月31日まで）及び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務

諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   13,429   16,056  

２．受取手形及び売掛金   37,073   35,384  

３．有価証券   6,999   8,999  

４．たな卸資産   11,303   11,206  

５．繰延税金資産   472   668  

６．その他   1,023   1,683  

貸倒引当金   △100   △0  

流動資産合計   70,202 86.9  73,998 87.0 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物及び構築物  582   767   

減価償却累計額  △364 217  △375 391  

(2）工具器具備品  13,905   16,032   

減価償却累計額  △9,083 4,822  △11,298 4,734  

(3）土地   211   －  

(4）賃貸資産  139   139   

減価償却累計額  △136 2  △137 2  

有形固定資産合計   5,254 6.5  5,128 6.1 

２．無形固定資産        

(1）連結調整勘定   21   16  

(2）その他   1,797   1,710  

無形固定資産合計   1,818 2.2  1,726 2.0 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券 ※１  334   429  

(2）長期貸付金   31   23  

(3）繰延税金資産   2,147   2,332  

(4）その他 ※１  1,268   1,596  

貸倒引当金   △234   △226  

投資その他の資産合計   3,546 4.4  4,156 4.9 

固定資産合計   10,619 13.1  11,011 13.0 

資産合計   80,822 100.0  85,009 100.0 

        
 



  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．買掛金   14,795   15,142  

２．短期借入金   350   350  

３．未払金   1,032   1,362  

４．未払法人税等   1,995   1,206  

５．賞与引当金   494   545  

６．その他   3,431   3,645  

流動負債合計   22,099 27.3  22,252 26.1 

Ⅱ 固定負債        

１．長期未払金   202   202  

２．その他   8   11  

固定負債合計   210 0.3  213 0.3 

負債合計   22,309 27.6  22,466 26.4 

        

（少数株主持分）        

少数株主持分   513 0.6  770 0.9 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※３  12,279 15.2  12,279 14.4 

Ⅱ 資本剰余金   19,453 24.1  19,453 22.9 

Ⅲ 利益剰余金   26,368 32.6  30,140 35.5 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  △8 △0.0  △5 △0.0 

Ⅴ 自己株式 ※４  △94 △0.1  △94 △0.1 

資本合計   57,999 71.8  61,772 72.7 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

  80,822 100.0  85,009 100.0 

        



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   134,739 100.0  107,383 100.0 

Ⅱ 売上原価   109,355 81.2  82,592 76.9 

売上総利益   25,384 18.8  24,790 23.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2  14,697 10.9  17,038 15.9 

営業利益   10,687 7.9  7,752 7.2 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  3   4   

２．受取配当金  0   1   

３．連結調整勘定償却額  0   －   

４．為替差益  －   22   

５．団体保険配当金  3   21   

６．その他  13 21 0.0 50 99 0.1 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  4   4   

２．持分法による投資損失  9   1   

３．新株発行費  17   0   

４．為替差損  11   －   

５．コミットメントフィー  9   9   

６．出資金運用損  4   2   

７．その他  3 61 0.0 9 27 0.0 

経常利益   10,648 7.9  7,824 7.3 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅵ 特別利益        

１．貸倒引当金戻入益  38   106   

２．固定資産売却益  ※３ －   8   

３．投資有価証券売却益  1,047   0   

４．適格退職年金制度終了
益 

 137   －   

５．その他  2 1,225 0.9 － 115 0.1 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産除却損 ※４ 27   14   

２．減損損失  ※５  －   132   

３．投資有価証券売却損   106   －   

４．関係会社株式売却損   －   14   

５．投資有価証券評価損  168   1   

６．たな卸資産廃棄損  421   －   

７．役員退職慰労金制度廃
止に伴う功労加算金 

 77   －   

８．退職一時金制度清算金  118   －   

９．その他  113 1,034 0.8 － 161 0.2 

税金等調整前当期純利益   10,839 8.0  7,778 7.2 

法人税、住民税及び事業
税 

 4,349   3,241   

法人税等調整額  86 4,435 3.3 △382 2,858 2.6 

少数株主利益   190 0.1  136 0.1 

当期純利益   6,214 4.6  4,783 4.5 

        



③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   19,452  19,453 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

１．新株予約権の行使によ
る増加 

 0 0 － － 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   19,453  19,453 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   20,482  26,368 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．当期純利益  6,214 6,214 4,783 4,783 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  275  965  

２．役員賞与  51 327 46 1,011 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   26,368  30,140 

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  10,839 7,778 

減価償却費  2,569 2,833 

減損損失  － 132 

連結調整勘定償却額  △0 3 

退職給付引当金の減少額  △513 － 

役員退職慰労引当金の減少額  △201 － 

賞与引当金の増加額（△：減少額）  △44 50 

貸倒引当金の減少額  △50 △107 

受取利息及び受取配当金  △4 △5 

持分法による投資損失  9 1 

支払利息  4 4 

投資有価証券売却益  △1,047 △0 

固定資産除却損  27 14 

投資有価証券売却損  106 － 

関係会社株式売却損  － 14 

投資有価証券評価損  168 1 

売上債権の減少額  6,984 2,227 

たな卸資産の減少額  4,521 97 

未収消費税等の減少額（△：増加額）  2 △158 

その他流動資産の増加額  △313 △424 

仕入債務の増加額  1,013 349 

未払消費税等の増加額（△：減少額）  75 △361 

その他流動負債の増加額  44 329 

役員賞与の支払額  △53 △48 

その他  175 △114 

小計  24,314 12,619 

利息及び配当金の受取額  4 5 

利息の支払額  △4 △4 

法人税等の支払額  △5,599 △3,933 

その他  0 62 

営業活動によるキャッシュ・フロー  18,714 8,748 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

短期貸付金の貸付による支出  △0 △1 

短期貸付金の回収による収入  － 0 

有形固定資産の取得による支出  △2,709 △2,546 

無形固定資産の取得による支出  △302 △267 

投資有価証券の取得による支出  － △143 

投資有価証券の売却による収入  1,197 50 

関係会社株式の売却による収入  － 110 

長期貸付金の貸付による支出  △8 △5 

長期貸付金の回収による収入  6 0 

出資金の払込による支出  △27 △5 

出資金の回収による収入  8 0 

その他  127 △352 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △1,708 △3,162 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

株式の発行による収入  1 － 

少数株主に対する株式の発行による収入  35 － 

配当金の支払額  △275 △959 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △238 △959 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額  16,768 4,627 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  3,661 20,429 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 20,429 25,056 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数   ４社 (1）連結子会社の数   ２社 

 主要な連結子会社の名称 

メディア通信システム㈱ 

ネットワークサービスアンドテク

ノロジーズ㈱ 

プロストレージ㈱ 

㈱イージャパン 

主要な連結子会社の名称 

ネットワークサービスアンドテク

ノロジーズ㈱ 

㈱イージャパン 

なお、従来連結子会社でありまし

たメディア通信システム㈱は、平

成17年４月１日付で当社が吸収合

併(簡易合併)を行い、また、プロ

ストレージ㈱は平成17年５月24日

付で清算結了したことから、それ

ぞれ連結の範囲から除外しており

ます。 

 (2）主要な非連結子会社の名称等 (2）主要な非連結子会社の名称等 

 主要な非連結子会社 

Tennoz Initiative Inc. 

主要な非連結子会社 

Tennoz Initiative Inc. 

網一系統貿易（上海）有限公司 

なお、網一系統貿易（上海）有限

公司は、平成18年１月に設立した

完全子会社であります。 

 （連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社は、小規模であり、

総資産、売上高、当期純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、いずれ

も連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないためであります。 

（連結の範囲から除いた理由） 

同左 

２．持分法の適用に関する事 (1）持分法適用の関連会社数    １社 (1）持分法適用の関連会社数    １社 

  項 主要な会社の名称 

㈱スカイコム 

主要な会社の名称 

同左 

 (2）持分法を適用していない非連結子会

社(Tennoz Initiative Inc.)は、

当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等か

らみて、持分法の対象から除いても

連結財務諸表に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重要性が

ないため、持分法の適用範囲から除

外しております。 

(2）持分法を適用していない非連結子会

社(Tennoz Initiative Inc.、網一系

統貿易（上海）有限公司)、及び関連

会社（㈱イープラット）は、当期純

損益(持分に見合う額)及び利益剰余

金(持分に見合う額)等からみて、持

分法の対象から除いても連結財務諸

表に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がないた

め、持分法の適用範囲から除外して

おります。 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

すべての連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しております。 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく

時価法 

（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法又は

償却原価法（定額法） 

時価のないもの 

同左 

 ② デリバティブ 

時価法 

② デリバティブ 

同左 

 ③ たな卸資産 ③ たな卸資産 

 商品 

移動平均法による原価法 

商品 

同左 

 未成工事支出金 

個別法による原価法 

未成工事支出金 

同左 

 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

 ① 有形固定資産 

定率法 

ただし、賃貸資産については定額

法 

なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

建物及び構築物    ３～26年 

工具器具備品     ２～20年 

賃貸資産         ６年 

① 有形固定資産 

定率法 

ただし、賃貸資産については定額

法 

なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。  

建物         ３～26年  

工具器具備品     ２～20年  

賃貸資産         ６年  

 ② 無形固定資産 

自社利用のソフトウェア 

社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法 

② 無形固定資産 

自社利用のソフトウェア 

同左 

 販売用ソフトウェア 

見込販売可能期間（３年）に基

づく定額法 

販売用ソフトウェア 

同左 

 (3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績

率による計算額を、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

① 貸倒引当金 

同左 

 ② 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基

づき計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ③ 退職給付引当金 ③ 退職給付引当金 

 （追加情報） 

当社は、確定拠出年金法の施行に

伴い、平成16年９月30日をもって

適格退職年金制度を廃止し、平成

16年10月１日から確定拠出年金制

度及び退職金前払制度に移行した

ため、「退職給付制度間の移行等

に関する会計処理」（企業会計基

準適用指針第１号）を適用してお

ります。 

本移行に伴う影響額は、特別利益

に適格退職年金制度終了益として

137百万円を計上しております。 

また、一部の連結子会社について

も、平成16年12月31日をもって確

定給付型の退職一時金制度を廃止

し、平成17年１月１日から確定拠

出年金制度及び退職金前払制度に

移行しました。 

制度移行時において会社都合要支

給額で退職一時金制度を清算した

ため、従来における簡便法による

退職給付債務の算定額（自己都合

要支給額）との差額を、退職一時

金制度清算金として特別損失に63

百万円計上しております。 

なお、平成17年４月１日付で当社

が吸収合併（簡易合併）する連結

子会社についても、会社の合併に

際して会社都合要支給額で退職一

時金制度を清算したため、従来の

簡便法による退職給付債務の算定

額（自己都合要支給額）との差額

を、退職一時金制度清算金として

特別損失に54百万円計上しており

ます。   

────── 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ④ 役員退職慰労引当金 ④ 役員退職慰労引当金 

 （追加情報） 

 当社及び一部の連結子会社は従

来、役員退職慰労金の支出に充て

るため、役員退職慰労金規程に基

づく期末要支給額を計上しており

ましたが、当社は平成16年６月25

日開催の定時株主総会において、

また、一部の連結子会社は平成16

年６月24日開催の定時株主総会に

おいて、役員退職慰労金制度（規

程を含む）の廃止を決議するとと

もに、役員の退任時に退職慰労金

制度廃止日（当該総会終結時）ま

での在任期間に応じた退職慰労金

を支給することを、それぞれ決議

いたしました。 

また、一部の連結子会社について

も、平成16年12月22日開催の取締

役会において役員退職慰労金制度

（規程を含む）の廃止を、さらに

平成17年３月15日開催の臨時株主

総会においては、役員の退任時に

退職慰労金制度廃止日（平成16年

12月31日）までの在任期間に応じ

た退職慰労金を支給することを、

それぞれ決議いたしました。 

その結果、それぞれの役員退職慰

労金制度廃止日までの期間に対応

する役員退職慰労金（功労加算金

を含む）相当額202百万円を長期未

払金として計上しております。 

────── 

 (4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しており

ます。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算基準 

同左 

 (5）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (6）重要なヘッジ会計の方法 (6）重要なヘッジ会計の方法 

 ① へッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。ただし、為替予約のうち、振

当処理の要件を満たしている場合

は振当処理を採用しております。 

① へッジ会計の方法 

同左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：為替予約 

ヘッジ対象：外貨建予定取引 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 ③ ヘッジ方針 

取引限度額及び取引権限を定めた

社内管理規程に従って、将来購入

する業務用資産に係わる外貨建債

務の為替変動リスクをヘッジして

おります。 

③ ヘッジ方針 

同左 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

為替予約については、ヘッジに高

い有効性があるとみなされるた

め、有効性の評価については省略

しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 (7）その他連結財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

(7）その他連結財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては全面時価評価法を採用しておりま

す。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

連結調整勘定の償却については、５年間

の均等償却を行っております。 

同左 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処

分について連結会計年度中に確定した利

益処分に基づいて作成しております。 

同左 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日） 

──────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これにより税金等調整前当期純利益は132百万円

減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき当該資産の金額から直接控除しており

ます。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日） 

 （連結損益計算書） 

前連結会計年度まで区分掲記しておりました「販売報

奨金」（当連結会計年度は０百万円）は、営業外収益の

総額の100分の10以下となったため、営業外収益の「そ

の他」に含めて表示することにしました。 

────── 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。 

投資有価証券(株式) 94百万円 投資有価証券(株式) 216百万円

(投資その他の資産)その他(出資

金) 

104百万円

２ 当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため、取引銀行６行と当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント契約を締結しております。これら契約に基

づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとお

りであります。 

２ 当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため、取引銀行５行と当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント契約を締結しております。これら契約に基

づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとお

りであります。 

当座貸越極度額及び 

貸出コミットメントの総額 
29,200百万円

借入実行残高 － 

差引額 29,200 

当座貸越極度額及び 

貸出コミットメントの総額 
29,200百万円

借入実行残高 － 

差引額 29,200 

※３ 当社の発行済株式の種類と総数 ※３ 当社の発行済株式の種類と総数 

発行済株式の種類 普通株式 発行済株式の種類 普通株式

発行済株式総数 551,900株 発行済株式総数 551,900株 

※４ 当社の保有する自己株式の種類と数 ※４ 当社の保有する自己株式の種類と数 

自己株式の種類 普通株式 自己株式の種類 普通株式

自己株式数 211株 自己株式数 211株 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

給与手当 6,058百万円

賞与引当金繰入額 345 

退職給付引当金繰入額 226 

役員退職慰労引当金繰入額 11 

賃借料 1,377 

減価償却費 753 

給与手当 6,846百万円

賞与引当金繰入額 369 

賃借料 1,539 

減価償却費 962 

連結調整勘定償却額 3 

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費の総額は、1,632

百万円であります。 

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費の総額は、2,057

百万円であります。 

※３        ────── ※３ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま

す。 

 土地 8百万円

※４ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

※４ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

建物及び構築物 5百万円

工具器具備品 17  

(無形固定資産)その他 4  

計 27 

建物及び構築物 2百万円

工具器具備品 11  

(無形固定資産)その他 0  

計 14 

 ※５        ────── ※５ 減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産について減損損失を計上しております。 

    当社グループは、ネットワーク関連事業の用に供

している資産については、全ての資産が一体となっ

てキャッシュ・フローを生成していることから、全

体で１つの資産グループとしております。ただし、

当該事業の用に直接供していない資産については、

物件ごとにグルーピングしております。 

 上記の土地の市場価格が著しく下落したため、帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失として特別損失に132百万円計上しておりま

す。 

 なお、当該資産の回収可能価額は、近隣の取引事

例等により算定した評価額から処分費用見積額を控

除した正味売却価額により測定しております。 

  また、当該資産については減損損失計上後に売却

したため、減損損失計上後の帳簿価額と売却価額と

の差額を、固定資産売却益として特別利益に８百万

円計上しております。 

場所 用途 種類 
減損損失 

(百万円) 

東京都 

杉並区 

賃貸用 

駐車場 
土地 132 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在） （平成18年３月31日現在） 

  （百万円）

現金及び預金勘定 13,429

取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資（有価証券） 
6,999

現金及び現金同等物 20,429

  （百万円）

現金及び預金勘定 16,056

取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資（有価証券） 
8,999

現金及び現金同等物 25,056

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．借主側 １．借主側 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高 
相当額 
（百万円）

工具器具備品 1,274 606 668 

(無形固定資
産)その他 

9 8 0 

合計 1,284 615 668 

 
取得価額 
相当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高 
相当額 
（百万円）

建物 40 3 36 

工具器具備品 1,357 830 526 

(無形固定資
産)その他 

3 0 3 

合計 1,401 834 566 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 237百万円

１年超 446 

合計 683 

１年内 258百万円

１年超 326 

合計 584 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 255百万円

減価償却費相当額 244 

支払利息相当額 16 

支払リース料 273百万円

減価償却費相当額 261 

支払利息相当額 16 

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

同左 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

２．貸主側 ２．貸主側 

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末

残高 

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末

残高 

 
取得価額 

（百万円） 

減価償却 
累計額 
（百万円） 

期末残高 

（百万円）

賃貸資産 2 0 1 

合計 2 0 1 

 
取得価額 

（百万円）

減価償却 
累計額 
（百万円） 

期末残高 

（百万円）

賃貸資産 2 1 1 

合計 2 1 1 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 0百万円

１年超 1 

合計 2 

１年内 0百万円

１年超 1 

合計 1 

(3）受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 (3）受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 

受取リース料 0百万円

減価償却費 0 

受取利息相当額 0 

受取リース料 0百万円

減価償却費 0 

受取利息相当額 0 

(4）利息相当額の算定方法 (4）利息相当額の算定方法 

利息相当額の各期への配分方法については、利息

法によっております。 

同左 

オペレーティング・リース取引 オペレーティング・リース取引 

借主側 借主側 

未経過リース料 未経過リース料 

１年内 76百万円

１年超 93 

合計 169 

１年内 116百万円

１年超 109 

合計 226 



（有価証券関係） 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 

１．売買目的有価証券 

 該当事項はありません。 

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

３．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないものの株式の取得原価（１百万円）は当連結会計年度において、

減損処理（158百万円）を行ったため、減損処理後の取得原価となっております。 

なお、当該株式の減損にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合にはすべて減

損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、時価の回復可能性等を考慮の上、減損処理を行っておりま

す。 

４．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券 

 該当事項はありません。 

５．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 種類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

(1）株式 － － － 

(2）債券    

①国債・地方債等 － － － 

②社債 － － － 

③その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 － － － 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

(1）株式 1 1 － 

(2）債券    

①国債・地方債等 － － － 

②社債 － － － 

③その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 1 1 － 

合計 1 1 － 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

1,199 1,047 106 



６．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注） その他有価証券・非上場株式の連結貸借対照表計上額は当連結会計年度において、減損処理（10百万円）を行

ったため、減損処理後の計上額となっております。 

なお、当該株式の減損にあたっては、直近の財務諸表における１株当たり純資産額が１株当たり取得原価に比

べ30％以上下落した場合には、出資後の経過年数等を勘案し、また当該会社の財政状態の回復可能性等を考慮

の上、減損処理を行っております。 

７．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券 － 

(2）その他有価証券  

非上場株式 238 

コマーシャル・ペーパー 4,999 

譲渡性預金 2,000 

 
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内 
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

１．債券         

(1）国債・地方債等 － － － － 

(2）社債 － － － － 

(3）その他 － － － － 

２．その他 6,999 － － － 

合計 6,999 － － － 



当連結会計年度（平成18年３月31日） 

１．売買目的有価証券 

 該当事項はありません。 

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

３．その他有価証券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

４．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券 

 該当事項はありません。 

５．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

６．時価評価されていない主な有価証券の内容 

７．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

50 0 － 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券 － 

(2）その他有価証券  

非上場株式 212 

コマーシャル・ペーパー 5,999 

譲渡性預金 3,000 

 
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内 
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

１．債券         

(1）国債・地方債等 － － － － 

(2）社債 － － － － 

(3）その他 － － － － 

２．その他 8,999 － － － 

合計 8,999 － － － 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

２．取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1）取引の内容及び利用目的 

 外貨建債務に係わる為替変動リスクを回避する目的

で為替予約取引及び通貨オプション取引を行っており

ます。なお、当連結会計年度末においては通貨オプシ

ョン取引はありません。また、利用しているデリバテ

ィブ取引には、投機目的のものはありません。 

(1）取引の内容及び利用目的 

同左 

(2）取引に対する取組方針 

 将来購入する業務用資産に係わる外貨需要高を踏ま

え、長期的な予測に基づき実需の範囲内で、必要な外

貨を手当する方針であります。 

(2）取引に対する取組方針 

同左 

(3）取引に係るリスクの内容 

 利用している為替予約取引及び通貨オプション取引

は、為替相場の変動によるリスクを有しております。

なお、信用度の高い金融機関とのみ取引を行ってお

り、信用リスクはほとんどないと認識しております。

(3）取引に係るリスクの内容 

同左 

(4）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引についての基本方針は取締役会で

決定され、取引限度額及び取引権限を定めた社内管理

規程に従って、財務経理部が取引の実行及び管理を行

っております。 

(4）取引に係るリスク管理体制 

同左 

(5）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

 特記すべき事項はありません。 

(5）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

同左 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当連結会計年度においては、すべてのデリバティブ取

引においてヘッジ会計を適用しているため該当事項はあ

りません。 

同左 



（退職給付関係） 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度を設けておりましたが、平成16年10月に確定拠出年金

制度及び退職金前払制度に移行いたしました。また、連結子会社のうち２社は退職一時金制度を設けておりま

したが、うち１社は、平成17年１月に確定拠出年金制度及び退職金前払制度に移行し、もう１社は、当社が平

成17年４月に吸収合併（簡易合併）することから、それぞれ退職一時金制度を清算しております。なお、当社

及び一部の連結子会社はこの他に複数事業主制度による総合設立型の厚生年金基金に加盟しております。 

２．退職給付債務に関する事項（平成17年３月31日） 

 適格退職年金制度から確定拠出年金制度及び退職金前払制度への移行並びに退職一時金制度の清算に伴う影

響額は次のとおりであります。 

(注) 確定拠出年金制度への資産移換額は1,922百万円であり、当連結会計年度で移換は終了しております。 

３．退職給付費用に関する事項（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１．上記の他、複数事業主制度による総合設立型の厚生年金基金への掛金が148百万円あります。 

２．簡便法を採用していた連結子会社の退職給付費用は、「①勤務費用」に計上しております。 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

（各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。） 

５．複数事業主制度による総合設立型の厚生年金基金に係る年金資産のうち当社及び一部の連結子会社の掛金拠

出割合に基づく年金資産残高（平成17年３月31日） 

  (単位:百万円) 

① 退職給付債務の減少   2,044 

② 年金資産の減少   △992 

③ 未認識数理計算上の差異   △346 

④ 退職給付引当金の減少（①＋②＋③）   705 

  (単位:百万円) 

① 勤務費用   178 

② 利息費用   13 

③ 期待運用収益   △7 

④ 数理計算上の差異の費用処理額   65 

⑤ 過去勤務債務の費用処理額   － 

⑥ 退職給付費用（①＋②＋③＋④＋⑤)   250 

⑦ 適格退職年金制度終了及び退職一時金制度清算に

伴う損益 
  △19 

⑧ 確定拠出年金掛金及び前払退職金   122 

合計（⑥＋⑦＋⑧）   353 

     

① 退職給付見込額の期間配分方法   期間定額基準 

② 割引率   1.5％ 

③ 期待運用収益率   1.5％ 

④ 過去勤務債務の額の処理年数    ─ 

⑤ 数理計算上の差異の処理年数   ５年 

  
 2,878百万円 



当連結会計年度（平成18年３月31日） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び一部の連結子会社は、確定拠出年金制度及び退職金前払制度を採用しております。また、当社及び

一部の連結子会社はこの他に複数事業主制度による総合設立型の厚生年金基金に加盟しております。 

２．退職給付費用に関する事項（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

３．複数事業主制度による総合設立型の厚生年金基金に係る年金資産のうち当社及び一部の連結子会社の掛金拠

出割合に基づく年金資産残高（平成18年３月31日） 

  (単位:百万円) 

 確定拠出年金掛金及び前払退職金   304 

 総合設立型厚生年金基金掛金   202 

合計   507 

  
 4,764百万円 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

繰延税金資産（流動）       

未払事業税  153  130 

賞与引当金  201  221 

たな卸資産廃棄及び評価減  －  138 

その他  120  177 

繰延税金資産（流動）合計  474  668 

       

繰延税金負債（流動）       

その他  △2  △0 

繰延税金負債（流動）合計  △2  △0 

       

繰延税金資産（流動）の純額  472  668 

       

繰延税金資産（固定）       

工具器具備品減価償却費  1,364  1,578 

ソフトウェア費  157  246 

貸倒引当金  59  53 

未払役員退職慰労金  82  82 

投資有価証券評価損  354  179 

その他有価証券評価差額金  5  3 

その他  132  192 

繰延税金資産（固定）合計  2,155  2,337 

       

繰延税金負債（固定）       

特別償却準備金  △8  △5 

繰延税金負債（固定）合計  △8  △5 

       

繰延税金資産（固定）の純額  2,147  2,332 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と

の間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるため

注記を省略しております。 

法定実効税率  40.69 (％)

(調整)   

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.71  

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.55  

住民税均等割等 0.34  

清算結了に伴う関係会社株式評価減の無税処

理 
△0.68  

ＩＴ投資促進税制による税額控除 △2.86  

その他 0.10  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.75  



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 当社グループはネットワークシステムの構築とその運用・管理サービスを中心とした事業を行っており、全

て同一セグメントに属するため、事業の種類別セグメント情報は作成しておりません。 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

同上 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

同上 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

同上 



【関連当事者との取引】 

 該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

 当社は平成16年５月20日付で株式１株につき２株の株

式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前連結会計年度における１株当たり情報について

は、それぞれ以下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額 105,049円57銭

１株当たり当期純利益金額 11,183円12銭

１株当たり純資産額 94,389円66銭

１株当たり当期純利益金額 10,964円66銭

潜在株式調整後１株当たり当期 

純利益金額 
10,954円64銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

  

１株当たり純資産額  111,914円28銭

１株当たり当期純利益金額   8,613円84銭

     

     

  

  
      

 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（百万円） 6,214 4,783 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 44 30 

（うち利益処分による役員賞与金） (44) (30) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 6,169 4,752 

期中平均株式数（株） 551,687 551,688 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

 新株予約権（平成14年６月27日

定時株主総会決議）（新株予約権

の目的となる株式の数12,732

株）。これらの詳細は、「第４提

出会社の状況、１株式等の状況、

(2)新株予約権等の状況」に記載の

とおりであります。 

 新株予約権（平成14年６月27日

定時株主総会決議）（新株予約権

の目的となる株式の数12,212

株）。これらの詳細は、「第４提

出会社の状況、１株式等の状況、

(2)新株予約権等の状況」に記載の

とおりであります。 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 350 350 1.38 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － － 

その他の有利子負債 － － － － 

計 350 350 － － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   10,652   14,175  

２．受取手形   622   781  

３．売掛金 ※２  35,906   34,399  

４．有価証券   6,999   8,999  

５．商品   8,543   8,556  

６．未着品   1,690   480  

７．未成工事支出金   956   2,154  

８．貯蔵品   4   2  

９．前渡金   3   1  

10．前払費用   840   1,181  

11．繰延税金資産   521   556  

12．短期貸付金 ※２  2,157   695  

13．未収消費税等   －   157  

14．その他   313   312  

貸倒引当金   △406   △1  

流動資産合計   68,807 88.5  72,453 88.6 

 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物  609   694   

減価償却累計額  △386 223  △390 304  

(2）構築物  2   －   

減価償却累計額  △1 0  － －  

(3）工具器具備品  8,450   10,279   

減価償却累計額  △5,488 2,962  △6,733 3,545  

(4）土地   211   －  

(5）賃貸資産  139   139   

減価償却累計額  △136 2  △137 2  

有形固定資産合計   3,400 4.4  3,852 4.7 

２．無形固定資産        

(1）ソフトウェア   1,575   1,443  

無形固定資産合計   1,575 2.0  1,443 1.8 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券   239   212  

(2）関係会社株式   1,572   1,322  

(3）出資金   68   75  

(4）関係会社出資金   －   104  

(5）従業員長期貸付金   31   23  

(6）破産更生等債権   233   226  

(7）長期前払費用   254   150  

(8）繰延税金資産   1,179   1,271  

(9）敷金保証金   644   706  

(10）その他   17   137  

貸倒引当金   △234   △226  

投資その他の資産合計   4,006 5.1  4,005 4.9 

固定資産合計   8,982 11.5  9,301 11.4 

資産合計   77,790 100.0  81,754 100.0 

        
 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．買掛金 ※２  14,567   15,160  

２．未払金   937   1,180  

３．未払費用   407   430  

４．未払法人税等   1,610   1,011  

５．未払消費税等   340   －  

６．前受金   1,814   2,298  

７．預り金   43   80  

８．賞与引当金   307   392  

９．その他   96   100  

流動負債合計   20,124 25.9  20,654 25.3 

Ⅱ 固定負債        

１．長期未払金   165   165  

固定負債合計   165 0.2  165 0.2 

負債合計   20,290 26.1  20,820 25.5 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※１  12,279 15.8  12,279 15.0 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  19,453   19,453   

資本剰余金合計   19,453 25.0  19,453 23.8 

Ⅲ 利益剰余金        

１．利益準備金  85   86   

２．任意積立金        

(1）特定情報通信機器特
別償却準備金 

 17   12   

(2）別途積立金  19,530   24,770   

３．当期未処分利益  6,236   4,432   

利益剰余金合計   25,869 33.2  29,302 35.8 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   △8 △0.0  △5 △0.0 

Ⅴ 自己株式 ※４  △94 △0.1  △94 △0.1 

資本合計   57,499 73.9  60,934 74.5 

負債・資本合計   77,790 100.0  81,754 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高        

１．商品売上高  106,420   77,545   

２．ネットワークサービス
売上高 

 25,815 132,235 100.0 27,963 105,508 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１．期首商品たな卸高  12,588   8,543   

２．合併による商品受入高  －   60   

３．期首未成工事支出金  878   956   

４．合併による未成工事支
出金受入高 

 －   54   

５．当期商品仕入高  91,923   68,182   

６．当期外注費  14,223   15,836   

７．他勘定受入高 ※１ 934   1,381   

合計  120,549   95,016   

８．他勘定振替高 ※２ 1,508   1,264   

９．期末商品たな卸高  8,543   8,556   

10．期末未成工事支出金  956 109,541 82.8 2,154 83,040 78.7 

売上総利益   22,694 17.2  22,468 21.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※3,4  13,027 9.9  15,708 14.9 

営業利益   9,667 7.3  6,759 6.4 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  ※７ 17   9   

２．有価証券利息  0   2   

３．受取配当金  0   1   

４．関係会社業務受託収入  21   10   

５．為替差益  －   22   

６．団体保険配当金  1   19   

７．その他  14 56 0.0 51 116 0.1 

Ⅴ 営業外費用        

１．新株発行費  13   －   

２．為替差損  11   －   

３．コミットメントフィー  9   9   

４．出資金運用損  4   2   

５．その他  2 42 0.0 8 20 0.0 

経常利益   9,681 7.3  6,855 6.5 

 



  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅵ 特別利益        

１．貸倒引当金戻入益   38   112   

２．固定資産売却益  ※５ －   8   

３．投資有価証券売却益  1,047   0   

４．関係会社株式売却益  －   39   

５．適格退職年金制度終了
益 

 137   －   

６．その他  － 1,223 0.9 4 165 0.1 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産除却損 ※６ 21   12   

２．減損損失 ※９ －   132   

３．投資有価証券売却損  106   －   

４．投資有価証券評価損  168   1   

５．関係会社整理損 ※８ 430   －   

６．たな卸資産廃棄損  421   －   

７．役員退職慰労金制度廃
止に伴う功労加算金 

 69   －   

８．その他  113 1,330 1.0 － 145 0.1 

税引前当期純利益   9,574 7.2  6,875 6.5 

法人税、住民税及び事
業税 

 3,752   2,759   

法人税等調整額  144 3,897 2.9 △110 2,648 2.5 

当期純利益   5,677 4.3  4,226 4.0 

前期繰越利益   559   570  

合併に伴う未処分利益
受入額  

  －   49  

中間配当額    －   413  

当期未処分利益   6,236   4,432  

        



③【利益処分計算書】 

  
前事業年度 

（株主総会承認日 
平成17年６月24日） 

当事業年度 
（株主総会承認日 
平成18年６月23日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益   6,236  4,432 

Ⅱ 任意積立金取崩額      

１．特定情報通信機器特別償
却準備金取崩額 

 4 4 4 4 

合計   6,241  4,437 

Ⅲ 利益処分額      

１．配当金  551  413  

２．取締役賞与金  39  27  

３．任意積立金      

(1）別途積立金  5,080 5,670 3,150 3,590 

Ⅳ 次期繰越利益   570  846 

      



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

 （評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法又は償却

原価法（定額法） 

時価のないもの 

同左 

２．デリバティブの評価基準

及び評価方法 

 時価法 同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）商品 

 移動平均法による原価法 

(1）商品 

同左 

 (2）未成工事支出金 

 個別法による原価法 

(2）未成工事支出金 

同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法 

 ただし、賃貸資産については定額法 

なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物          ３～26年 

工具器具備品      ２～20年 

賃貸資産          ６年 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

自社利用のソフトウェア 

社内における利用可能期間(５年)

に基づく定額法 

(2）無形固定資産 

自社利用のソフトウェア 

同左 

 販売用ソフトウェア 

見込販売可能期間(３年)に基づく

定額法 

販売用ソフトウェア 

同左 

 (3）長期前払費用 

均等償却法 

(3）長期前払費用 

同左 

５．繰延資産の処理方法 新株発行費 

 支出時に全額費用として処理しており

ます。 

────── 

６．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

７．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率による計

算額を、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額に基づき計上し

ております。 

(2）賞与引当金 

同左 

 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

 （追加情報） 

 当社は、確定拠出年金法の施行に伴

い、平成16年９月30日をもって適格退職

年金制度を廃止し、平成16年10月１日か

ら確定拠出年金制度及び退職金前払制度

に移行したため、「退職給付制度間の移

行等に関する会計処理」（企業会計基準

適用指針第１号）を適用しております。

 本移行に伴う影響額は、特別利益に適

格退職年金制度終了益として137百万円

を計上しております。 

────── 

 (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 

 （追加情報） 

 当社は従来、役員退職慰労金の支出に

充てるため、役員退職慰労金規程に基づ

く期末要支給額を計上しておりました

が、平成16年６月25日開催の定時株主総

会において、役員退職慰労金制度（規程

を含む）の廃止を決議するとともに、役

員の退任時に退職慰労金制度廃止日（当

該総会終結時）までの在任期間に応じた

退職慰労金を支給することを決議いたし

ました。 

 これに伴い、当該総会までの期間に対

応する役員退職慰労金（功労加算金を含

む）相当額165百万円を長期未払金とし

て計上しております。 

────── 

８．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 

 



会計処理方法の変更 

表示方法の変更 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

９．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しております。

ただし、為替予約のうち、振当処理の要

件を満たしている場合は振当処理を採用

しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：為替予約 

ヘッジ対象：外貨建予定取引 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 (3）ヘッジ方針 

 取引限度額及び取引権限を定めた社内

管理規程に従って、将来購入する業務用

資産に係わる外貨建債務の為替変動リス

クをヘッジしております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約については、ヘッジに高い有

効性があるとみなされるため、有効性の

評価については省略しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

10．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これにより税引前当期純利益は132百万円減少し

ております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき当該資産の金額から直接控除しておりま

す。  

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(損益計算書) 

 前事業年度まで区分掲記しておりました「販売報奨金」

（当事業年度０百万円）は、営業外収益の総額の100分の

10以下となったため、営業外収益の「その他」に含めて表

示することにしました。 

────── 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 授権株式数及び発行済株式総数 ※１ 授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数 普通株式 800,000株 

発行済株式総数 普通株式 551,900株 

授権株式数 普通株式 800,000株 

発行済株式総数 普通株式 551,900株 

 ただし、株式の消却が行われた場合には、これに

相当する株式数を減ずる旨定款で定めております。 

 ただし、株式の消却が行われた場合には、これに

相当する株式数を減ずる旨定款で定めております。 

※２ 関係会社に対する主な資産・負債 ※２ 関係会社に対する主な資産・負債 

売掛金 61百万円

短期貸付金 2,150 

買掛金 1,442 

売掛金 169百万円

短期貸付金 690 

買掛金 736 

３ 当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため、取引銀行６行と当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント契約を締結しております。これら契約に基

づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりで

あります。 

３ 当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため、取引銀行５行と当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント契約を締結しております。これら契約に基

づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりで

あります。 

当座貸越極度額及び 

貸出コミットメントの総額 
29,200百万円

借入実行残高 － 

差引額 29,200 

当座貸越極度額及び 

貸出コミットメントの総額 
29,200百万円

借入実行残高 － 

差引額 29,200 

※４ 当社の保有する自己株式の種類と数 ※４ 当社の保有する自己株式の種類と数 

自己株式の種類と数 普通株式 211株 自己株式の種類と数 普通株式 211株 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 他勘定受入高の内訳 ※１ 他勘定受入高の内訳 

販売費及び一般管理費 933百万円

工具器具備品 0 

計 934 

販売費及び一般管理費 1,377百万円

工具器具備品 2 

固定資産除却損 1 

計 1,381 

※２ 他勘定振替高の内訳 ※２ 他勘定振替高の内訳 

工具器具備品 1,005百万円

販売費及び一般管理費 51 

たな卸資産廃棄損 421 

その他 30 

計 1,508 

工具器具備品 1,142百万円

販売費及び一般管理費 54 

たな卸資産廃棄損 67 

その他 0 

計 1,264 

※３ 販売費及び一般管理費 ※３ 販売費及び一般管理費 

 販売費に属する費用のおおよその割合は78％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は22％

であります。重要な費目及び金額は次のとおりであり

ます。 

 販売費に属する費用のおおよその割合は76％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は24％

であります。重要な費目及び金額は次のとおりであり

ます。 

役員報酬 173百万円

給与手当 5,337 

賞与 770 

賞与引当金繰入額 260 

退職給付引当金繰入額 215 

役員退職慰労引当金繰入額 4 

法定福利費 645 

賃借料 1,278 

減価償却費 693 

役員報酬 216百万円

給与手当 6,432 

賞与 1,044 

賞与引当金繰入額 308 

法定福利費 815 

賃借料 1,446 

減価償却費 885 

※４ 一般管理費に含まれる研究開発費の総額は、1,632

百万円であります。 

※４ 一般管理費に含まれる研究開発費の総額は、2,057

百万円であります。 

※５       ────── ※５ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま

す。 

  土地                 8百万円 

※６ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

※６ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

建物 4百万円

工具器具備品 16  

計 21  

建物 0百万円

構築物 0  

工具器具備品 11  

ソフトウェア 0  

計 12  

※７ 関係会社に対する事項 

  受取利息              14百万円 

※７       ────── 

※８ 関係会社整理損の内訳 

プロストレージ㈱    

貸倒引当金繰入額 300百万円

関係会社株式評価損 130  

計 430  

※８       ────── 

 



前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※９       ────── ※９ 減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資産について

減損損失を計上しております。 

  当社は、ネットワーク関連事業の用に供している資

産については、全ての資産が一体となってキャッシ

ュ・フローを生成していることから、全体で１つの資

産グループとしております。ただし、当該事業の用に

直接供していない資産については、物件ごとにグルー

ピングしております。 

 上記の土地の市場価格が著しく下落したため、帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損

失として特別損失に132百万円計上しております。 

 なお、当該資産の回収可能価額は、近隣の取引事例

等により算定した評価額から処分費用見積額を控除し

た正味売却価額により測定しております。 

 また、当該資産については減損損失計上後に売却し

たため、減損損失計上後の帳簿価額と売却価額との差

額を、固定資産売却益として特別利益に８百万円計上

しております。 

場所 用途 種類 
減損損失 

(百万円) 

東京都 

杉並区 

賃貸用 

駐車場 
土地 132 



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．借主側 １．借主側 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高 
相当額 
（百万円） 

工具器具備品 441 237 203 

合計 441 237 203 

 
取得価額 
相当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高 
相当額 
（百万円） 

工具器具備品 442 341 100 

合計 442 341 100 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 107百万円

１年超 107 

合計 215 

１年内 101百万円

１年超 10 

合計 111 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 112百万円

減価償却費相当額 107 

支払利息相当額 4 

支払リース料 112百万円

減価償却費相当額 108 

支払利息相当額 2 

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

同左 

 



前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

２．貸主側 ２．貸主側 

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末

残高 

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末

残高 

 
取得価額 

（百万円） 

減価償却累
計額 
（百万円） 

期末残高 

（百万円） 

賃貸資産 2 0 1 

合計 2 0 1 

 
取得価額 

（百万円） 

減価償却累
計額 
（百万円） 

期末残高 

（百万円） 

賃貸資産 2 1 1 

合計 2 1 1 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 0百万円

１年超 1 

合計 2 

１年内 0百万円

１年超 1 

合計 1 

(3）受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 (3）受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 

受取リース料 0百万円

減価償却費 0 

受取利息相当額 0 

受取リース料 0百万円

減価償却費 0 

受取利息相当額 0 

(4）利息相当額の算定方法 (4）利息相当額の算定方法 

 利息相当額の各期への配分方法については、利息

法によっております。 

同左 

オペレーティング・リース取引 オペレーティング・リース取引 

借主側 借主側 

未経過リース料 未経過リース料 

１年内 26百万円

１年超 11 

合計 38 

１年内 73百万円

１年超 72 

合計 146 



（有価証券関係） 

 前事業年度（平成17年３月31日）、当事業年度（平成18年３月31日）のいずれにおいても子会社株式及び関連会

社株式で時価のあるものはありません。 

（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

  （単位：百万円）

 
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

繰延税金資産（流動）       

関係会社整理損  174  － 

未払事業税  126  113 

賞与引当金  124  159 

たな卸資産廃棄及び評価減  －  138 

その他  95  145 

繰延税金資産（流動）合計  521  556 

       

繰延税金資産（固定）       

工具器具備品減価償却費  529  640 

ソフトウェア費  155  244 

貸倒引当金  59  53 

未払役員退職慰労金  67  67 

投資有価証券評価損  354  179 

その他有価証券評価差額金  5  3 

その他  15  86 

繰延税金資産（固定）合計  1,187  1,276 

       

繰延税金負債（固定）       

特別償却準備金  △8  △5 

繰延税金負債（固定）合計  △8  △5 

       

繰延税金資産（固定）の純額  1,179  1,271 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と

の間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるため

注記を省略しております。 

法定実効税率  40.69 (％)

(調整)   

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.72  

住民税均等割等 0.31  

ＩＴ投資促進税制による税額控除 △3.05  

その他 △0.15  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.52  



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。  

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

 当社は平成16年５月20日付で株式１株につき２株の株

式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報については、そ

れぞれ以下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額   104,154円49銭

１株当たり当期純利益金額 10,219円90銭

１株当たり純資産額 94,457円80銭

１株当たり当期純利益金額 10,965円21銭

潜在株式調整後１株当たり当期 

純利益金額 
10,955円18銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

１株当たり純資産額   110,402円44銭

１株当たり当期純利益金額    7,612円65銭

 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（百万円） 5,677 4,226 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 39 27 

（うち利益処分による役員賞与金） (39) (27) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 5,638 4,199 

期中平均株式数（株） 551,687 551,688 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

 新株予約権（平成14年６月27日

定時株主総会決議）（新株予約権

の目的となる株式の数12,732

株）。これらの詳細は、「第４提

出会社の状況、１株式等の状況、

(2)新株予約権等の状況」に記載の

とおりであります。 

 新株予約権（平成14年６月27日

定時株主総会決議）（新株予約権

の目的となる株式の数12,212

株）。これらの詳細は、「第４提

出会社の状況、１株式等の状況、

(2)新株予約権等の状況」に記載の

とおりであります。 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【その他】 

投資有価証券 その他有価証券 

銘柄 
株式数 
(株) 

貸借対照表計上額
（百万円） 

㈱オーエー研究所 21,000 79 

㈱大阪エクセレント・アイ・ディ・シー 512 25 

テクノ・ヴィ・アイ・ピー㈱ 400 20 

㈱セキュアウェア 2,000 20 

㈱インフィニコ 1,000 14 

㈱ユービークロス 400 12 

３PARDATA,INC. 347,780 10 

㈱クロスカルチャー 200 10 

㈱システムソリューションセンターとちぎ 200 4 

ジェービィック証券㈱ 400 4 

その他 ８銘柄 232,303 12 

計 606,195 212 

有価証券 その他有価証券 

種類及び銘柄 
券面総額 
(百万円) 

貸借対照表計上額
（百万円） 

（コマーシャル・ペーパー）     

オリックス㈱ 3,000 2,999 

ダイヤモンドリース㈱ 3,000 2,999 

（譲渡性預金）     

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 3,000 3,000 

計 9,000 8,999 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

２．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

建物       本社増床及び地方拠点移転に伴う設備工事           117百万円 

工具器具備品   試験及び開発器材購入等                   962百万円 

         保守部材購入                       1,026百万円 

ソフトウェア   全社システム再構築に伴うソフトウェアの取得         107百万円 

               ファイル便システム導入に伴うソフトウェアの取得        29百万円 

３．当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

工具器具備品   検査機器等の廃棄                      135百万円 

               遊休保守部材の廃棄                      26百万円 

      土地       賃貸用駐車場の減損損失                   132百万円 

               賃貸用駐車場の売却                      79百万円 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高 
（百万円） 

有形固定資産        

建物 609 138 53 694 390 57 304 

構築物 2 － 2 － － 0 － 

工具器具備品 8,450 2,008 179 10,279 6,733 1,368 3,545 

土地 211 － 
211 

(132)
－ － － － 

賃貸資産 139 － － 139 137 0 2 

有形固定資産計 9,413 2,146 
447 

(132)
11,113 7,261 1,426 3,852 

無形固定資産        

ソフトウェア 1,959 187 150 1,996 552 257 1,443 

無形固定資産計 1,959 187 150 1,996 552 257 1,443 

長期前払費用 258 4 106 156 5 2 150 

繰延資産        

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 



【資本金等明細表】 

 （注）１．当期末における自己株式数は、211株であります。 

２．当期増加額は、メディア通信システム㈱を平成17年４月１日付で吸収合併（簡易合併）したことによるもの

であります。 

３．当期増加額の内訳は、次のとおりであります。 

   前期利益処分（平成17年６月24日定時株主総会承認）によるもの             5,080百万円 

   メディア通信システム㈱を平成17年４月１日付で吸収合併（簡易合併）したことによるもの  160百万円 

４．当期減少額は、前期決算の利益処分による取崩額であります。 

【引当金明細表】 

 （注）１．貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率の見直しによる戻入額106百万円と債権

       の回収等による戻入額７百万円であります。 

２．賞与引当金の「当期増加額」と「当期減少額（目的使用）」には、メディア通信システム㈱を吸収合併 

（簡易合併）したことに伴う増加額28百万円と減少額28百万円がそれぞれ含まれております。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円） 12,279 － － 12,279 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式 (注)１ （株） (551,900) (－) (－) (551,900) 

普通株式  （百万円） 12,279 － － 12,279 

計 （株） (551,900) (－) (－) (551,900) 

計 （百万円） 12,279 － － 12,279 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）      

株式払込剰余金 （百万円） 19,453 － － 19,453 

計 （百万円） 19,453 － － 19,453 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金）(注)２ （百万円） 85 0 － 86 

（任意積立金）      

特定情報通信機器特別

償却準備金 (注)４ 
（百万円） 17 － 4 12 

別途積立金 (注)３ （百万円） 19,530 5,240 － 24,770 

計 （百万円） 19,633 5,240 4 24,869 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 640 1 300 113 227 

賞与引当金 307 420 335 － 392 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

１）現金及び預金 

２）受取手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 1 

銀行預金  

当座預金 11,122 

普通預金 3,027 

別段預金 9 

小計 14,158 

郵便貯金 15 

合計 14,175 

相手先 金額（百万円） 

ＮＥＣネッツエスアイ㈱ 139 

キヤノンネットワークコミュニケーションズ㈱ 119 

リコー販売㈱ 48 

㈱リクルート 45 

㈱ソニーファイナンスインターナショナル 39 

その他 388 

合計 781 

期日別 金額（百万円） 

平成18年４月 126 

５月 373 

６月 153 

７月 125 

８月以降 1 

合計 781 



３）売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には、消費税等を含んでおります。 

４）商品 

５）未着品 

相手先 金額（百万円） 

沖電気工業㈱ 4,188 

東日本電信電話㈱ 2,748 

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ㈱ 2,629 

エヌ・ティ・ティ・リース㈱ 1,906 

日本電気㈱ 1,240 

その他 21,686 

合計 34,399 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

──────
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

35,906 116,457 117,964 34,399 77.4 110.2 

区分 金額（百万円） 

ネットワーク機器商品群 7,610 

ネットワークコンピューティング商品群 267 

メディア商品群 447 

サービス商品群 231 

合計 8,556 

区分 金額（百万円） 

ネットワーク機器商品群 480 

合計 480 



６）未成工事支出金 

７）貯蔵品 

② 負債の部 

買掛金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 金額（百万円） 

ネットワーク機器商品群 1,691 

ネットワークコンピューティング商品群 93 

メディア商品群 103 

サービス商品群 265 

合計 2,154 

区分 金額（百万円） 

回数券 0 

収入印紙 0 

旅行券 1 

合計 2 

相手先 金額（百万円） 

シスコシステムズ㈱ 4,192 

オリックス㈱ 1,495 

ネットワークサービスアンドテクノロジーズ㈱  691 

㈱富士通ビジネスシステム 560 

セイコーインスツル㈱ 451 

その他 7,768 

合計 15,160 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注） 当社は、旧商法第220条ノ２第１項に規定する端株原簿を作成しております。 

端株主は、利益配当金及び中間配当金を受ける権利を有しております。 

なお、端株主の利益配当金及び中間配当金に関する基準日は上記のとおりであります。 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 １株券、10株券、100株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 該当なし 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 

住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 全国本支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

端株の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 

住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 全国本支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

  当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第18期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月24日関東財務局長に提出 

  

(2）半期報告書 

（第19期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月16日関東財務局長に提出 

  

(3）訂正報告書 

平成17年12月16日提出の半期報告書に係る訂正報告書を平成17年12月27日に関東財務局長に提出 

  

  

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

   平成17年６月24日 

ネットワンシステムズ株式会社   

 取締役会 御中   

 監査法人トーマツ  

 
指 定  社 員

業務執行社員
 公認会計士 勝又 三郎  印 

 
指 定  社 員

業務執行社員
 公認会計士 西岡 雅信  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているネット

ワンシステムズ株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行

った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ネッ

トワンシステムズ株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が

別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

   平成18年６月23日 

ネットワンシステムズ株式会社   

 取締役会 御中   

 監査法人トーマツ  

 
指 定  社 員

業務執行社員
 公認会計士 勝又 三郎  印 

 
指 定  社 員

業務執行社員
 公認会計士 西岡 雅信  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているネット

ワンシステムズ株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行

った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ネッ

トワンシステムズ株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当連結会計年度から固定資産の減損に

係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が

別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

   平成17年６月24日 

ネットワンシステムズ株式会社   

 取締役会 御中   

 監査法人トーマツ  

 
指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士 勝又 三郎  印 

 
指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士 西岡 雅信  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているネット

ワンシステムズ株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第18期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ネットワ

ンシステムズ株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が

別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

   平成18年６月23日 

ネットワンシステムズ株式会社   

 取締役会 御中   

 監査法人トーマツ  

 
指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士 勝又 三郎  印 

 
指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士 西岡 雅信  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているネット

ワンシステムズ株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第19期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ネットワ

ンシステムズ株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計処理方法の変更に記載のとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準が適用されることとなった

ため、この会計基準を適用し財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が

別途保管しております。 
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